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第19回  熊本県議会 有明海・八代海再生及びゼロカーボン社会  

     推進特別委員会会議記録 

 

令和４年６月14日(火曜日) 

            午前９時59分開議 

            午後０時30分閉会 

 

本日の会議に付した事件 

2050 年県内ＣＯ2 排出実質ゼロに向け

た取組に関する件について 

有明海・八代海の環境の保全、改善及び

水産資源の回復等による漁業の振興に関す

る件について 

あさりの産地偽装問題に係る対応状況に

ついて 

付託調査事件の閉会中の継続審査につい

て 

 

出 席 委 員（16人） 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 竹 﨑 和 虎 

                委  員 井 手 順 雄 

        委  員 坂 田 孝 志 

        委  員 山 口   裕 

        委  員 磯 田   毅 

        委   員 楠 本 千 秋 

        委  員 西 山 宗 孝 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 末 松 直 洋 

        委  員 山 本 伸 裕 

        委  員 吉 田 孝 平 

        委  員 西 村 尚 武 

        委  員 本 田 雄 三 

        委  員 荒 川 知 章 

        委  員 坂 梨 剛 昭 

欠 席 委 員（なし） 

委員外議員（なし） 

 

説明のため出席した者 

環境生活部 

         部 長 小 原 雅 之 

        環境局長 波 村 多 門 

    環境立県推進課長 吉 澤 和 宏  

環境保全課長 村 岡 俊 彦 

    循環社会推進課長 福 原 彰 宏 

くらしの安全推進課長 東 田 智 裕 

総務部 

      財産経営課長 永 松 浩 史 

企画振興部 

   交通政策課課長補佐 高 松 江三子 

商工労働部 

      産業振興局長 内 藤 美 恵 

商工政策課 

政策調整審議員 大 村 克 行 

      産業支援課長 辻 井 翔 太 

   エネルギー政策課長 岡 山 公 明 

農林水産部 

部 長 竹 内 信 義 

水産局長 渡 辺 裕 倫 

団体支援課長 加 藤 栄 一 

農業技術課長 髙 野   真 

畜産課長 鬼 塚 龍 一 

農地整備課長 永 田   稔 

森林整備課長 笹 木 征 道 

水産振興課長 森 野 晃 司 

漁港漁場整備課長 植 野 幹 博 

水産研究センター所長 堀 田 英 一 

土木部 

総括審議員 

兼河川港湾局長 里 村 真 吾 

土木技術管理課長 伊 東   貢 

下水環境課長 弓 削 真 也 

河川課長 仲 田 裕一郎 

港湾課長 倉 光 宏 一 

建築課長 上 野 美恵子 
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教育委員会 

        施設課長 東   敬 二 

企業局 

      総務経営課長 亀 丸 明 弘 

警察本部 

        会計課長 合 瀨 勝 彦 

 

事務局職員出席者 

     政務調査課主幹 植 田 晃 史 

     政務調査課主幹 村 山 智 彦 

 

  午前９時59分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、定刻前であり

ますが、ただいまから、第19回有明海・八代

海再生及びゼロカーボン社会推進特別委員会

を開催します。 

 なお、本委員会は、インターネット中継が

行われます。委員並びに執行部におかれまし

ては、発言内容が聞き取りやすいよう、発言

するときは、マイクに向かって明瞭に発言い

ただきますようお願いいたします。 

 それでは、今年度最初の開催に当たります

ので、一言御挨拶を申し上げます。 

 皆様、改めまして、おはようございます 

今年度の委員長をさせていただきます内野

幸喜でございます。 

 本委員会では、有明海・八代海の環境の保

全、改善及び水産資源の回復等による漁業の

振興に関する件及び2050年県内ＣＯ2排出実

質ゼロに向けた取組に関する件について議論

してまいります。 

 今後１年間、委員の先生方をはじめ、執行

部の皆様方の御協力をいただき、竹﨑副委員

長とともに、本委員会の円滑な運営に努め、

付託調査事件に取り組んでまいりますので、

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 簡単ではございますが、御挨拶とさせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。 

 次に、副委員長から御挨拶をお願いしま

す。 

 

○竹﨑和虎副委員長 皆さん、おはようござ

います。 

副委員長の竹﨑でございます。内野委員長

をしっかりとサポートし、円滑な委員会運営

に努めてまいりますので、執行部の皆さん、

そして委員各位におかれましても御協力をよ

ろしくお願い申し上げまして、簡単ではござ

いますが、挨拶に代えさせていただきます。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 執行部の紹介につきまし

ては、お手元の自己紹介名簿に代えさせてい

ただきます。 

 それでは、執行部を代表して、小原環境生

活部長から挨拶をお願いいたします。 

 

○小原環境生活部長 委員会の開会に当たり

まして、執行部を代表して御挨拶を申し上げ

ます。 

 県議会におかれましては、有明海・八代海

の再生に加え、昨年度からゼロカーボン社会

の推進についても御審議をいただいておりま

す。今年度も継続して御審議いただきますこ

とに厚く御礼
おんれい

を申し上げます。 

 有明海・八代海の再生につきましては、平

成15年３月に策定しました特措法に基づく県

計画と県議会からいただきました提言に沿っ

て、川上から川下、そして海に至る総合的な

対策に取り組んでまいりました。 

 アサリにつきましては、今年１月、熊本県

産と偽装されたアサリが全国で大量に流通し

ていることが発覚し、くまもとブランド全体

への信頼を揺るがす危機が生じました。 

 これまで、漁業者や販売協力店など多くの

皆様の御協力の下で、日本初のアサリのトレ

ーサビリティーシステム、熊本モデルについ

て検討を進めてきましたが、今月11日から産

地証明支援システムによる出荷が始まりまし

た。 
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 なお、県産アサリと偽装されたアサリが流

通してないかを確認するため、県内のスーパ

ーマーケットや鮮魚店約600店舗について、

先月調査を実施いたしました。現在、調査結

果を取りまとめているところでございまし

て、まとまり次第、御報告するとともに、公

表したいと考えております。 

 また、産地偽装根絶の取組を着実に実施す

るため、本定例会に熊本県あさりを守り育て

る条例を提案し、海域の環境保全及び熊本県

産アサリの適正な流通販売を図ることとして

います。 

 さらに、先月、ノリ、二枚貝、養殖魚、天

然魚の４つの魚種に対応する魚種専門チーム

を発足しました。県と漁協等の連携を強め、

日常的に情報交換できる体制をつくり、漁業

者と一緒に水産資源の回復に向けて積極的に

取り組んでまいります。 

 ゼロカーボン社会の推進につきましては、

地球規模での温暖化の進行により、異常気象

への影響が既に発生しており、世界全体でゼ

ロカーボンに向けた動きが加速しています。 

 本県においても、昨年７月に策定した第六

次環境基本計画において、2030年度の温室効

果ガス削減目標について、国を上回るマイナ

ス50％としたところです。地球温暖化の問題

は、今を生きる私たちだけでなく、熊本の将

来を担う子供たちにとっても非常に大きな問

題です。熊本の快適な環境を未来にしっかり

と引き継いでいくためにも、本委員会での御

意見等も踏まえ、しっかりと取り組んでまい

ります。 

 本日は、今年度初めての委員会でございま

すので、今年度の取組などについて御説明申

し上げます。 

 詳細につきましては、この後、関係課長が

御説明いたしますので、御審議のほどよろし

くお願い申し上げます。 

 

○内野幸喜委員長 次に、審議に入ります前

に、今年度の審議予定について御説明いたし

ます。 

 お手元にお配りしている令和４年度審議予

定を御覧ください。 

 年度当初の本日は、有明海・八代海再生と

ゼロカーボン、両方の関連施策の取組状況等

について審議し、来年２月の委員会で、その

実績や次年度の取組予定等について審議する

こととします。そして、９月は有明海・八代

海再生を、12月はゼロカーボンを中心に審議

したいと思います。 

 また、ゼロカーボンについては、10月頃に

専門家を招いた勉強会を開催したいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元に配付の委員会次第に従

い、付託調査事件を審議します。 

 まず、議題(1)2050年県内ＣＯ₂排出実質ゼ

ロに向けた取組に関する件について、執行部

から説明を受け、その後、質疑を行いたいと

思います。 

 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明者は、着座にて説

明を簡潔にお願いいたします。 

 (1)2050年県内ＣＯ₂排出実質ゼロに向けた

取組に関する件について、執行部から説明を

お願いいたします。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 通常は、まず有明海・八代海再生、次にゼ

ロカーボンの順番で説明しますが、本日は、

資料３でアサリ関係の報告がありますので、

先にゼロカーボンから説明させていただきま

す。 

 それでは、資料１の02ページをお願いしま

す。 

 状況と影響についてでございます。 

 世界の平均気温は、1880年から132年間で

0.85度上昇しており、一方、熊本の平均気温

は100年当たり約1.7度の上昇と、世界を上回
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るペースで温暖化しております。今以上の対

策を行わなかった場合、21世紀末の熊本の平

均気温は、20世紀末と比べ約４度上昇するこ

とが予測されています。 

 右下に球磨村の写真をつけておりますけれ

ども、気温上昇による気候変動が現実に現れ

始めており、令和２年７月豪雨をはじめ、全

国で頻発する豪雨については、地球温暖化の

影響があると言われています。 

 03ページです。 

 温暖化対策に関する主な動きです。 

 世界の動きとして、2015年、パリ協定が成

立し、世界の平均気温の上昇を1.5度以内に

抑える努力を追求するとされています。 

 日本では、2020年10月に、菅総理が2050年

温室効果ガス排出実質ゼロを宣言されまし

た。また、2021年10月に決定された地球温暖

化対策計画では、2030年度に2013年度比で46％

削減すること、さらに50％の高みに向け挑戦

を続けることとされています。 

 一方、本県では、2019年12月、国に先駆け

て、2050年県内ＣＯ₂排出実質ゼロを目指す

ことを知事が議会で宣言されました。 

 また、昨年７月、議決をいただきまして、

第六次熊本県環境基本計画を策定しました。

 計画の具体的内容は、04ページをお願いし

ます。 

 第六次熊本県環境基本計画では、温室効果

ガス削減目標を定め、４つの戦略の下、取組

を進めます。 

目標は、2030年度には、国が高みに挑戦す

るとしている50％削減を目指し、2050年の 

ＣＯ₂排出実質ゼロに向けて取り組みます。 

 05ページをお願いします。 

 右側に４つの戦略、左側にイメージ図を記

載しております。 

 戦略１、①の省エネルギーの推進として、

エネルギー使用量をまず削減します。 

 左のイメージ図の①省エネの部分ですけれ

ども、電気の部分と化石燃料の部分ともに、

①省エネとありますけれども、ともに削減し

てまいります。 

 次に、戦略２、エネルギーシフトです。 

化石燃料から電気や水素、メタン、アンモ

ニア等への転換を推進します。 

 左のイメージ図では、化石燃料から電化し

て電気エネルギーに変えるというところ、そ

れと、化石燃料から②の脱化石燃料化という

ことで、バイオ燃料や水素等の燃料を使うと

いうことに取り組んでまいります。 

 次に、戦略の３、電気のＣＯ₂ゼロ化で

す。 

再生エネルギーの導入等により、発電時の

ＣＯ₂排出をゼロに近づけます。そうするこ

とで、イメージ図の③電気のＣＯ₂ゼロ化と

いうところで書いてありますけれども、電気

の使用によるＣＯ₂の排出がなくなるという

計算になります。 

 戦略４、④その他のＣＯ₂排出実質ゼロ化

です。 

 左のイメージ図の④の部分ですが、戦略１

から戦略３でも残ったＣＯ₂を森林吸収量の

確保やＣＯ₂の吸収固定化等により、実質ゼ

ロにします。 

 06ページをお願いいたします。 

 熊本県の温室効果ガスの排出量の現状でご

ざいます。 

 2019年度段階で、2013年度に比べ26.6％削

減です。しかしながら、下の左の推移の図に

ありますように、若干ですが、前年度に比べ

ると増加しております。この点について、右

のグラフのとおり、エネルギー使用量は減少

しておるのですが、本文の下から２行目にあ

りますように、発電時の九州電力の石炭火力

発電所の稼働に伴いまして、発電時のＣＯ₂

排出割合が増加したため、結果としてＣＯ₂

の排出量が増加しているという状況でござい

ます。 

 07ページをお願いします。 

 熊本県の部門別の温室効果ガス排出量です
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が、左の折れ線グラフを御覧ください。2013

年度に比べ、家庭部門と業務部門は排出量が

削減し、運輸部門と廃棄物部門は横ばいとい

う状況でございます。その結果、2019年度の

排出量は、産業、運輸、家庭、業務、廃棄物

の順で多くなっており、運輸が４位から２位

に上がった結果となっております。 

 09ページをお願いいたします。 

 報告する項目と関係課を整理しておりま

す。関係課が複数ある場合については、太字

にしております課が説明はまとめて行い、質

疑は、担当課が対応することとしておりま

す。 

 10ページをお願いします。 

 温室効果ガスの削減に向けた部門別取組の

家庭部門でございます。 

 現状・課題でございますけれども、2013年

度に比べ49％減少しております。個人の意識

が変わることが社会全体の変化につながりま

すので、省エネルギーの徹底や再生可能エネ

ルギーの導入促進等に引き続き力を入れる必

要がございます。 

 ２の取組の方向性としましては、必要な取

組の見える化に取り組みます。また、住宅の

ＬＥＤ化やリフォーム時の断熱性能の強化な

ど、住宅建物の省エネルギー性能の向上、ま

た、食品ロスの削減に取り組む予定でござい

ます。 

 11ページをお願いします。 

 主な取組実績及び取組予定です。 

ポイントを絞って説明させていただきま

す。 

 １番目の星印の県民ゼロカーボン行動促進

事業では、令和３年度に家庭でぜひ実践して

いただきたいと思っております取組をホッ

プ、ステップ、ジャンプと段階的に示して、

ＣＯ₂削減効果やメリットを見える化したく

まもとゼロカーボン行動ブックを作成しまし

た。お手元にこの本が配付してあると思いま

す。それでございます。行政ぽくなく、分か

りやすく親しみやすくというイメージで作成

させていただいております。 

 内容については、右側に一例を示しており

ます。 

 白熱灯をＬＥＤ化し、１年間使用すると、

ガソリンでは14リットルに相当するＣＯ₂の

排出を削減し、年間の節約額は約2,500円と

なります。蛍光灯をＬＥＤ化した場合も、ガ

ソリンでは10リットルに相当するＣＯ₂の排

出を削減し、年間の節約額は1,800円となり

ます。 

 令和４年度は、このブックを活用し、普及

啓発、また、環境教育等を行ってまいりま

す。 

 次に、二重丸をつけております球磨川流域

ゼロカーボン先進地創出事業でございます。 

 令和３年度に、球磨川流域における一定の

断熱リフォーム等を343件補助しました。令

和４年度は、補助に加え、ブック等による効

果の見える化により、住宅の断熱向上を促進

してまいります。 

 そのほか、下に二重丸をつけておりますけ

れども、建築物環境性能向上のための研修会

や食品ロス削減等にも取り組みます。 

 12ページをお願いします。 

 産業・業務部門です。 

 現状・課題としては、１番目、2019年度の

産業部門、業務部門の温室効果ガス排出量

は、右のグラフのとおり、それぞれ21.2％、

44.6％削減しておりますが、依然、合わせる

と、県内排出量の約50％を占めております。

今後さらに、事業所や事業活動での省エネル

ギーや、化石燃料から電気や水素等へのエネ

ルギーシフトを推進する必要がございます。 

 ３番目の丸でございます。 

国際的な企業では、原材料調達から製造、

販売に至るサプライチェーン全体で、温室効

果ガス排出実質ゼロを求める動きが加速して

おります。そのため、２の取組の方向性でご

ざいますが、国際的な動きを踏まえながら、
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県内企業や国、電力会社等と連携し、ＣＯ₂

排出削減に向けた検討や課題解決等を行って

まいりたいと考えております。 

 また、２番目の星印ですが、条例に基づく

事業活動温暖化対策計画書制度について、事

業者の排出量と課題等を見える化し、事業者

の省エネルギー設備への転換等を促してまい

りたいと考えております。 

 13ページをお願いします。 

 令和３年度の主な取組実績及び令和４年度

の取組予定でございます。 

 まず、一番上の星印、産業ゼロカーボン連

携促進事業ですが、令和３年度に県内企業等

との協議の場を設け、ゼロカーボンに向けた

情報共有や課題解決の検討等を開始し、令和

４年度以降は、課題解決の具体策を見いだす

とともに、大企業の効果的な取組を中小企業

へフィードバックできるよう取り組みたいと

考えております。 

 次に、計画書制度事業者支援事業ですが、

令和４年度に、事業所全体の排出量だけでは

なく、設備ごとの排出量や更新時期を盛り込

んだ計画及び報告を求める制度に改正し、事

業者自ら課題を認識できるようにすること

で、省エネ設備への更新を促してまいりたい

と考えております。 

 次に、星印の関係機関と連携したカーボン

ニュートラル燃料の普及です。 

 右の写真をつけておりますけれども、その

ようにＪＡＬ等と連携し、令和４年度から、

カーボンニュートラル燃料でありますバイオ

ディーゼル燃料を30％配合したＢ30燃料を空

港内の車両で使用する実証実験を開始してお

ります。熊本が日本初で、今後、成田でも開

始すると聞いております。 

 14ページをお願いいたします。 

 運輸部門でございます。 

 １の現状と課題でございますけれども、右

のグラフのとおり、運輸部門の温室効果ガス

排出量は、ようやく1.4％減少に転じまし

た。排出量のうち約９割が自動車等のガソリ

ン及び軽油によるものですので、公共交通機

関の利用や電気自動車等の次世代自動車への

転換を推進する必要がございます。 

 取組の方向性です。 

 すぐにできることとして、エコドライブや

エコ通勤を推進します。 

また、公共交通網の維持、確保、転換等を

推進するとともに、空港アクセス鉄道の調査

検討を行ってまいります。 

 四角の印をつけておる３番目、４番目でご

ざいますけれども、ＣＯ₂が増加しないカー

ボンニュートラル燃料や、化石燃料を使用し

ない電気自動車や燃料電池車について普及啓

発を行ってまいります。 

 15ページに移ります。 

 取組実績と取組予定でございますけれど

も、産業支援課の次世代モビリティー普及促

進事業では、ＥＶ充電器の維持管理や、民間

企業や市町村と連携したＦＣＶ、燃料電池車

であるトヨタ「ミライ」のＰＲ等を通じた次

世代自動車普及啓発を実施します。 

 ３番目の四角ですけれども、中山間地域に

おける電動マイクロバス実証事業では、令和

３年に、熊本大学、球磨村と連携し、環境省

の委託を受け、球磨村のスクールバスに電動

マイクロバスを導入する実証実験を開始しま

した。 

令和４年度は、中山間地域における走行性

能評価等を本格的に実施します。 

 ４番目の四角でございます。 

公用車への電気自動車導入です。 

令和４年度に、県南広域本部、芦北地域振

興局、水俣保健所、球磨地域振興局の公用車

としてＥＶ、電気自動車を各１台導入し、振

興局に設置します再エネ施設と連携し、災害

時の非常電源としても活用します。 

 説明は以上でございます。 

 

○福原循環社会推進課長 循環社会推進課で
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ございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 温室効果ガス排出削減に向けました取組の

うち、廃棄物部門についてでございます。 

 １、現状と課題等につきまして、１つ目の

丸ですが、2019年度の廃棄物部門の温室効果

ガス排出量は約101万トンと、県全体の9.6％

という状況です。基準年度より増加している

のは代替フロンによるものですが、代替フロ

ンは、２つ目の丸にありますように、近年、

法改正等がなされたことで、今後、生産量、

消費量は減少していくと見込まれます。 

 また、３つ目の丸では、代替フロンの削減

を進めるほか、プラスチック資源循環促進法

に基づきまして、プラスチックのリサイクル

等に取り組み、ＣＯ₂の削減を推進する必要

があることを掲げております。 

 ２、取組の方向性としましては、 

１点目として、フロンの回収推進、 

２点目として、リサイクル製品の認証、研

究や施設整備への補助、 

３点目としまして、リサイクル推進に向け

た事業者や市町村への支援などを挙げており

ます。 

 17ページをお願いいたします。 

 令和３年度の実績と今年度の取組予定でご

ざいます。 

 まず、フロン類対策事業としまして、フロ

ン回収に係る制度周知やフロン回収業者への

指導を行います。 

また、リサイクル製品等の利用促進を図る

事業を継続いたします。 

また、プラスチックごみリサイクルに向け

て、市町村等への支援を行ってまいります。 

 以上でございます。 

 

○岡山エネルギー政策課長 エネルギー政策

課です。 

 18ページをお願いします。 

 再生可能エネルギーの導入推進についてで

す。 

 現状や課題として、再エネ導入の必要性が

高まる中、県内の再エネ導入可能量は、最終

エネルギー消費量の1.6倍程度を賄える可能

性があり、再エネを積極的に使うことで県内

企業のビジネスチャンスが広がる可能性があ

ります。 

 一方で、送電線については、災害時の停電

リスクや送電容量に限界があるとともに、再

エネ施設の立地に当たっては、環境や景観保

全に係るトラブルを防止し、防災に努め、地

域と共生する必要があると考えています。 

 次に、これらを踏まえた取組の方向性で

す。 

 送電線設備の国への要望、送電系統に過度

に頼らないモデルとして、熊本空港周辺地域

でのＲＥ100産業エリアの創造、太陽光発電

や蓄電設備の復旧のための導入しやすい環境

づくりに取り組みます。 

 また、球磨川流域では、復興の後押しを兼

ねて、くまもと版グリーン・ニューディール

の実現に向けて、再エネ供給を増やします。

さらに、中小企業の再エネ電気使用の誘導や

再エネ施設整備における環境、防災への配慮

向上を促進します。 

 19ページをお願いします。 

 昨年度の取組実績と本年度の取組予定で

す。 

 １つ目は、再エネ先進地の創造と適地誘導

の推進です。 

 令和３年度は、テクノ・リサーチパークの

入居企業への再エネ使用意向調査、球磨地域

等での陸上風力発電への適地誘導へのゾーニ

ング調査、それから再エネ施設に対する立地

及び現地調査を実施しました。 

 令和４年度は、これらの調査結果に基づ

き、テクノ・リサーチパーク周辺のＲＥ100

電力を推進する基本構想の策定、陸上風力や

太陽光発電に係る立地ゾーニングを完成させ

ます。 
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 ２つ目は、家庭での蓄電池の普及促進で

す。 

 令和３年度は、太陽光発電や蓄電池を設置

した家庭をモデルに、電気代や二酸化炭素の

削減効果と導入時の課題を調査しました。 

 令和４年度は、この調整結果に基づき、導

入効果を周知するほか、新たに協議会を設置

して、初期投資ゼロモデルの普及に向けた検

討と実施者の掘り起こしを行います。 

 ３つ目は、地域と共生した再エネ導入の推

進です。 

 これまでメガソーラー事業者と防災対策や

環境保全に関する協定の締結をしてきました

が、令和４年度から、対象を風力などの別の

種類の再エネ施設にも拡大して締結していき

ます。 

 エネルギー政策課は以上です。 

 

○笹木森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 20ページをお願いします。 

 ＣＯ₂吸収源対策の推進として、森林吸収

源対策について御説明いたします。 

 １の現状・課題等でございます。 

 本県の森林は、高齢化しておりまして、今

後ＣＯ₂吸収量は、長期的には減少傾向とな

ります。このため、間伐を推進しつつ、伐採

後の再造林を通して若い木を増やし、森林を

若返らせることで、将来のＣＯ₂吸収量を安

定的に確保していく必要がございます。 

 それを踏まえ、２の取組の方向性としまし

て、森林資源の循環利用を進めるため、１か

ら４に記載のとおり、間伐や再造林の推進、

森づくり活動の促進、県産木材の利用拡大、

カーボン・オフセットの普及推進に取り組ん

でおります。 

 21ページ、３の主な取組実績と今年度の取

組予定でございます。 

 １つ目の森林環境保全整備事業では、民有

林での森林整備において、植栽、間伐への助

成を行うなどの支援に取り組むとともに、本

年度からは、新たに創設しました再造林対策

強化のための事業とも組み合わせまして、さ

らに対策を進めてまいります。 

 ２つ目の県民の未来につなぐ森づくり事業

では、住民団体等が行う森づくりへの助成を

したほか、新たにセミナーを開催して、企業

や自治体の皆様の参加をいただきました。令

和４年度も、こうした支援や、森林吸収量の

認証による企業の森づくりに取り組んでまい

ります。 

 ３つ目のくまもとの木を生かす木造住宅等

推進事業では、県産木材の活用促進のため

に、工務店に対して県産木材の提供を行いま

した。令和４年度も、引き続き取組を進めて

まいります。 

 ４つ目の森林吸収量クレジット化推進事業

は、カーボン・オフセットの取組の普及に向

けて、令和４年度から新たに取り組んでいる

事業でございます。制度の周知や申請手続の

指導を行うことで、事業者による森林吸収量

のクレジット化への取組を推進してまいりま

す。 

 森林整備課は以上でございます。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 22ページをお願いします。 

 2050年ゼロカーボンに向けた広域連携や県

民運動の推進についてです。 

 １の現状と課題ですが、地球温暖化を防止

する県民の意識は向上しており、市町村も、

45団体のうち24団体がゼロカーボンを宣言し

ています。今後さらに、県民や事業者、団

体、行政と連携し、県全体で取組を推進する

必要があります。 

 ２の取組の方向性ですけれども、2050年ゼ

ロカーボンに向け、図にありますように、ホ

ップ、ステップ、ジャンプと段階的に取組を

進める県民運動を展開してまいります。 
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 23ページをお願いします。 

 取組実績と取組予定でございます。 

 県民ゼロカーボン行動促進です。 

 家庭部門の11ページでも説明しましたが、

くまもとゼロカーボン行動ブックを作成しま

したので、令和４年度は、行動ブックを活用

し、小学５年生を対象とした肥後っ子教室等

において環境教育を行ってまいります。各種

団体の研修会での普及啓発も併せて行ってお

りますので、これも継続的に行ってまいりま

す。 

 次に、星印ですけれども、民間エネルギー

回収施設を核とした地域循環共生圏構想調査

です。 

 上益城５町で整備が計画されている民間エ

ネルギー回収施設で、１万世帯分を超える電

力や熱エネルギーが発生しますので、この活

用可能性を調査し、資源循環を支援してまい

ります。 

 次の四角ですけれども、くまもとのＢＤＦ

普及啓発については、昔の粗悪ＢＤＦで故障

したという印象を払拭できるよう、軽油利用

者等にＢＤＦの品質や安全性等の普及啓発を

図り、また、回収スポットを拡大するととも

に、効果等を見える化してまいりたいと考え

ております。 

 次に、星印をしておりますけれども、市町

村に対する支援については、市町村における

計画策定や脱炭素先行地域づくりを支援して

まいります。 

 24ページをお願いいたします。 

 県の事務事業における温室効果ガス排出削

減です。 

 １の現状・課題ですけれども、右の図のと

おり、2019年度の県の事務事業における温室

効果ガスの排出量は、2013年度比で44.7％減

少しております。 

 取組の方向性でございますけれども、県の

事務事業において、県が率先して省エネ、省

資源等に取り組み、2030年度までに温室効果

ガス排出量を60％以上削減することを目指し

て取り組んでまいります。 

 25ページをお願いいたします。 

 令和３年度の主な取組実績及び今後の予定

でございます。 

 当面の具体的な事業を記載しております。

県庁舎等へのＬＥＤ照明導入です。令和４

年、令和５年で県庁舎本館等にＬＥＤ照明等

を導入します。 

 次の二重丸ですけれども、県有施設の長寿

命化保全計画を策定する中で、施設の現状把

握及び省エネ改修手法の検討を行ってまいり

ます。 

 ２つ目の三角の印でございます。 

 県有施設への再エネ導入推進事業では、令

和４年度に駐車場等を民間に貸し付け、民間

事業者が再生可能エネルギー施設を設置し、

県は将来電気代等で支払うという初期投資ゼ

ロモデルで、八代、芦北、球磨の各振興局に

再生可能エネルギー設備を導入します。 

 また、蓄電池として活用するＥＶと併せ

て、ＣＯ2排出削減と防災機能強化の両立を

推進する予定でございます。 

 最後に、脱炭素先行地域の創出に向けた県

有施設調査として、県環境センター及び水俣

広域公園一帯の調査に着手してまいります。 

 説明は以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部からの説明

が終わりました。 

 これから質疑に入りたいと思います。 

 質疑はありませんか。――ありませんか。 

 

○西山宗孝委員 22ページと23ページにわた

って、22ページにありました、県内45市町村

のうち24団体がゼロカーボン宣言を行ってお

りというくだりがあるんですけれども、市町

村の意識も向上とありますが、これは45市町

村全てがっていう期待も大きいんですけれど

も、その辺りを少しお聞かせいただければ。 
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 もう１つ、併せて、23ページにあります主

な取組実績の中で、行動ブックを活用して小

学校５年生を対象とした教室をやっておると

いうことで、５年生っていう対象と背景と、

それから、中高校生にも、授業云々ではなく

て、こういったブック等についても、年齢的

なことも含めて非常に、あるいは大学生も含

めて、効果があるんではないかと思うんです

けれども。 

 以上、お願いします。 

 

○吉澤環境立県推進課長 まず、１点目の45

団体のうち24団体というところで、残りにつ

いてもという御指摘でございます。 

 私どももそのように取り組みたいと思って

おりまして、まず、段階的に、本年度、市町

村が自らの温室効果ガス削減の計画を今つく

って、全ての市町村でつくっていただくよう

取り組んでおります。本年度、全ての市町村

で事務事業編の必ずつくらなければならない

計画をつくっていただく予定ですので、それ

をつくっていただいた後に、このゼロカーボ

ン宣言に向けてもお願いしてまいりたいとま

ず考えております。 

 続きまして、小学５年生をターゲットにし

たというところでございます。 

 小学５年生が、水俣で、水俣病と水俣病資

料館と環境センターに訪問する肥後っ子教室

で必ず環境を学習しておりますので、この機

会を捉えて、全ての子供たちに、５年生の段

階で学ぶということを考えていきたいと。た

だ、そうなると、それより上の年齢の方々は

漏れるということにもなりますので、昨年

度、中学校にもこのゼロカーボンブックを配

布しまして、活用していただくようにお願い

も併せてさせていただいたところでございま

す。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員 24団体は、今年度中にそう

いった計画ができて宣言に至るという見込み

っていうふうに聞いたんですけれども……。 

 

○吉澤環境立県推進課長 まず、計画を本年

度中に全団体つくっていただいて、その上で

宣言についてもお願いしてまいると、そうい

う２段階でございます。 

 

○西山宗孝委員 45のうち24団体、あまりこ

だわらないんですけれども、早くにやった都

市との違いがどういうか分かりませんけれど

も、もっと積極的に45市町村全部そろえよう

というようなロードマップも含めて聞かせて

いただければと思って期待しておりますの

で。 

 それから、教育について、水俣病関係の勉

強に行くとかいう話もありますが、教育全般

の中で、５年生、もちろん節目でもいいかも

しれませんが、小中高、大学生もいますの

で、社会に出る前のこういった意識づけな

り、教育は必要ではなかろうかと思うんです

よ。その辺りは、もう少し積極的な教育全般

の中で取り組むような形もやっていく必要が

あるんではないかと思うんですけれども、い

かがでしょうか。 

 

○吉澤環境立県推進課長 まず、市町村の取

組については、次の予定が、12月議会でゼロ

カーボンの予定にしておりますので、ここで

どのようなロードマップでと、今先生の御指

摘に向けて、できる限りの取組を進めてまい

りたいと思います。 

 また、教育につきましては、学校現場での

取組等の関係もございますので、まずは教育

委員会のほうに相談させていただきたいと思

います。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員 ありがとうございます。そ

んなに手を食わないといいますか、授業に、
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カリキュラムにかませて、こうだこうだとい

うことでもないでしょう。そういった余裕も

ないかもしれませんので、教育現場全般で、

こういったゼロカーボンに向けて県は取り組

むんだというアピールが必要だと思う。子供

を通して、大人にも地域にも伝わっていくは

ずですから、そういった意味での戦略は、ぜ

ひ含めてお願いしたいと思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○山本伸裕委員 ３ページに関連してお尋ね

したいんですけれども、世界の動きで2015年

12月のパリ協定成立のことが書かれてありま

すが、その後の認識の発展、2021年、昨年、

ＣＯＰ26が開かれて、ここでは1.5度以内に

抑える努力を追求することというふうに書か

れておりますけれども、1.5度に抑える決意

というのがやっぱり確認されていて、各国の

取組が目標を満たしていないということで、

非常に危機感が強まるような表現が共有され

ているわけですよね。 

 それで、もう今気候の変動に関連して、や

っぱり我々は加害者になってはいけないとい

うような理解が広がってきていると思うんで

すよ。そういう意味では、やはり世界の認識

の発展にしっかり我々もその認識を共有し

て、取組をやっぱりレベルアップさせていく

必要があるんじゃないかと。 

 そういう点では、国際エネルギー機関が、

2030年までに石炭火力発電は廃止すべきだ

と、先進国ではというような目標も打ち出し

て、ロードマップを公表しております。 

 もちろん、熊本県として石炭火力発電廃止

するんだというようなことを決めることは、

実現は無理だと思うんですけれども、ただ、

やっぱりそういう流れっていうのが世界で広

がっている以上は、やはり本気で再生可能エ

ネルギーへの転換であるとか、熊本は苓北火

力発電がありますので、そこがもし2030年ま

でに廃止というようなことになった場合に、

それに代わる再生可能エネルギーの開発、普

及をいかに間に合わせていくか、地産地消の

エネルギーの供給の在り方とか、あるいは雇

用だとか、そういったものについても、やは

り今の世界の動きに合わせて、取組の強化や

目標のレベルアップをしていく必要があるん

じゃないかと思うんですけれども、そこら辺

の認識はいかがでしょう。 

 

○吉澤環境立県推進課長 まず、電力の発電

の関係での御指摘もいただきましたけれど

も、資料の13ページなんですけれども、「県

内企業と協議の場を設け」というところで、

ゼロカーボンに向けた情報共有、この企業の

中に九州電力も参加いただいて一緒に勉強さ

せていただいております。その中で、九州電

力からも、今石炭火力にメタンを混ぜて石炭

を使う使用量を減らすとか、そういった取組

も情報提供をいただいたり、また、本年度、

県内のＣＯ₂排出量が結果的に石炭火力の増

加によって増加しておりますので、その辺り

についてのことも話をさせていただいており

ます。 

 そういうふうな取組を進める中で、もとも

との目標としております、05ページでござい

ますけれども、電気のＣＯ₂ゼロ化というこ

とを戦略に掲げておりますので、先生御指摘

のように、九州電力のＣＯ₂排出量の削減に

ついてもお願いしてまいらなければならない

と思っております。 

 また、温室効果ガスの排出量、これが46％

というところについて、国がいろいろな御指

摘を受けているというところも存じ上げてお

りますけれども、そういうところも踏まえ

て、県としては、さらに上乗せした形で50％

削減ということを目標として定めているとこ

ろでございます。 
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 以上でございます。 

 

○山本伸裕委員 かなりやっぱりＣＯ₂排出

削減の取組が思うように進んでないっていう

ことでの、世界が危機感を強めているってい

うようなこともしっかり認識を共有していた

だきたいというのと、それから先ほど、メタ

ンを混ぜて石炭火力についてこれからやって

いくんだというようなことも言われておりま

すけれども、これはちょっと技術的にはまだ

未確立であるし、それに対してかなり疑問を

投げかけている専門家の方もおられますの

で、そこはちょっと議論の余地が今後も出て

くるんじゃないかなと思いますので、そこは

しっかり世界の動きも見ていただきたいなと

思います。 

 それから、もう１点、続けてよろしいです

か。 

 

○内野幸喜委員長 先に……。 

 

○本田雄三委員 エネルギー政策課さんにお

尋ねですが、18ページになりますけれども、

大きな取組として、送電系統にあまり過度に

期待をしないで、空港周辺等、今後再エネを

普及させながらというところがありますけれ

ども、それをするための技術開発と再エネで

発電した分をそのまんま自家消費をさせる仕

組みというのを何かお考えなのかっていうの

が１点。 

 それと、これは東京で、こないだテレビ報

道もあっておりましたが、民間の御家庭の太

陽光設置をある意味では標準化をするような

方向性も、これは決まったわけではありませ

んけれども、話も出ておりました。 

 産業用もですけれども、家庭用の部分のそ

ういう取組っていうのも、やはり効果はかな

り大きいかなというふうに期待をしていると

ころでもありますけれども、接続ボックスが

ある程度普及し、安価にならないと、それも

なかなか実現はしないと思っておるところで

すけれども、その２点の方向性を少し教えて

いただければと思います。 

 

○岡山エネルギー政策課長 最初のほうの御

質問ですけれども、これは、我々のほうも再

生可能エネルギーを推進していく上で、どう

しても送電設備に容量不足があったりするこ

とがありますので、そこは、発電とともに電

気をためる蓄電池のようなものを整備してい

きたいと思っているところでございます。 

 これは今の６月議会で補助事業というのを

計上させていただいておりますので、16日の

経済環境常任委員会で審議していただければ

と思っております。 

 それから、２つ目の家庭用のことに関しま

しては、これは、我々も、家庭とかも含めま

して、13ページのほうで、今企業向けに勉強

会とかアドバイザー派遣などを実施している

ところでございますけれども、家庭用に向け

ても、このような勉強会とかセミナーを開催

していければと思っておるところでございま

す。 

 

○本田雄三委員 いずれにしましても、技術

開発が伴わないと、なかなか絵に描いた餅に

なるところもありますので、とにかく使い勝

手がいいような部分になるように、県として

も、やはりいろんな開発の補助も含めて推進

をしていただければと思います。ありがとう

ございました。 

 

○山本伸裕委員 12、13あたりだと思うんで

すけれども、省エネの問題でお尋ねしたいん

ですが、ここに更新のことが書かれておりま

す。更新のときに省エネの機器に切り替える

ということは非常に大事だと思ってるんです

よね。例えば、機械をもう買い換えるとか、

あるいは工場なんかを改築するとか増設する

とかいうときに断熱の部材を使うとか、ある
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いは運輸関係では、車を更新するときに電気

自動車に買い換えるとか、そういう更新のと

きに省エネに切り替えるっていうことが非常

に大事だと思うんですけれども、そういう点

で、何か企業のサイクル、大体2050年までに

何回更新の時期を迎えるかとか、そういうと

ころできちっと計画を立てて、その省エネ機

器に切り替えていけるようなところにきちっ

と誘導していけるような情報提供であると

か、場合によってはインセンティブであると

か、そういったことなんかも考えていいんじ

ゃないかなと。家庭部門も含めて、そういっ

たことについて、ちょっと工夫をしていただ

ければと思うんですけれども。 

 

○吉澤環境立県推進課長 すみません、今の

御質問の前に、先ほど私、九電の火力発電所

に混焼するのをメタンともしかしたら言って

しまったのかもしれません。アンモニアの間

違いでございます。申し訳ありません。 

 今の御質問ですけれども、まさに先生がお

っしゃったように、省エネ機器への更新な

り、省エネ断熱効果を高めるというものは、

タイミングに合わせないとそれはできないも

のだと思っておりますので、この計画書制度

の中でも、どの時期にその設備を更新するの

か、また、どの設備がどれだけＣＯ₂を出し

ているのかっていう更新時期と排出量が分か

るように、この計画書制度で事業者の方へま

ず見ていただく、また、私たちも把握できる

という形にしたいと思っております。それを

まず見える化させることで、更新しなければ

ならないというようなことを認識していただ

くと。 

 また、国のほうでも、そういった省エネ設

備への更新については、いろいろ新しい補助

制度も設けておられますので、そういったこ

とについては、併せて情報提供させていただ

ければと思っております。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑ありませんか。 

 

○磯田毅委員 21ページですけれども、民有

林での森林整備において、再造林、これが植

栽として890ヘクタールとなってますけれど

も、これは、年間に切られる面積のどれくら

いに当たるのかというのと、これまで、私は

今回の一般質問で、約３割しか再造林につな

がっとらぬということを調べたんですけれど

も、熊本県内では、これまでどういう状況な

のか、その２点お願いします。 

 

○笹木森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 再造林についてですけれども、ウッドショ

ックの関係等でも増えてきまして、令和２年

度現在でいくと1,800ヘクタールほどの伐採

が行われておりまして、それに対して大体 

750前後の再造林がなされていて、大体４割

ぐらいの再造林の割合になっております。こ

れについては、我々もちょっとやっぱり上げ

ていきたいというふうに考えておりますの

で、新たな助成制度なんか設けまして、今対

策を進めているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 

○末松直洋委員 18ページの再生エネルギー

の導入推進ということで、現状や課題ですけ

れども、ＣＯ₂排出ゼロに向けて再生エネル

ギーを進めていく中で、住民トラブルとか結

構よく聞くんですが、特にメガソーラーあた

りを設置するに当たっていろんな問題が発生

しているようですが、これは、これまでとこ

れから先の取組とか指導とか、そこら辺はど

んなふうに変わっていくんでしょうか。 

 

○岡山エネルギー政策課長、我々も、こうい
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ったトラブルを未然防止するために、19ペー

ジのほうにもちょっと書いておりますけれど

も、メガソーラー事業者と防災協定とか環境

保全協定に関する協定を締結しているところ

でございます。 

 ４年度は、これを、メガソーラー以外の風

力とかそういった別の種類の発電にも拡大し

て、協定を進めていくというところで考えて

おります。その協定に基づき、事業者が原因

で起因する土砂の災害とか濁水なんかは、事

業者責任で、事業者の負担で原状回復してい

ただけるようなことをやっているところでご

ざいます。 

 

○末松直洋委員 これまでトラブルがあった

土砂災害とか、なかなか県が指導しても解決

できぬで災害があってしまったと。これから

そういうことがないように、ぜひしっかり県

も現場に行ったり指導したりして、トラブル

がないように進めていただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○山口裕委員 18ページの表がありますけれ

ども、再エネ種類別の累計導入量の推移って

いうことで書いてありますが、今後様々な分

野に取り組んでいかれるのかなあと思いなが

らも、今後将来的にはどういう分野で再エネ

増やしていきたいと思っておられるか、ちょ

っと見解だけお尋ねします。 

 

○岡山エネルギー政策課長 分野……。 

 

○山口裕委員 種類よ。 

 

○岡山エネルギー政策課長 やはり再エネと

いうことで、一番やっぱり発電量が多いのは

今でもメガソーラーでございます。メガソー

ラー発電をはじめ、あと、中水力発電とかも

多いところでございます。あとは、バイオマ

ス発電とかそういったところを再エネ施設と

してやっていきたいなと思っております。 

 

○山口裕委員 表を見れば、大型事業用の太

陽光発電がこれまで増えてきてますし、バイ

オマス発電も増えてきていると。将来どうい

う形になって、どういう形に導いていこうっ

て考えておられるのか、その考えだけでもと

思ったんですが、もうちょっと何かないです

か。 

 

○岡山エネルギー政策課長 将来的に、一応

2030年度の目標として、電力使用量の再エネ

が50％になるということを目標にしていると

ころでございます。その過程の中で、2030年

度、これは政府の方針もありますが、化石燃

料の割合を大体41％、非化石での発電が59％

になるようなところで進めていきたいと思っ

ております。 

 再エネの割合については、その時々の技術

とかもありますので、ちょっとなかなか申し

上げることは難しいんですけれども、再エネ

導入を進めていきたいと思っております。 

 

○山口裕委員 分かりました。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 

○坂田孝志委員 20ページの森林吸収源対策

ですが、ＣＯ₂削減を頑張ってもどうしても

ＣＯ₂が出ると、これをここで吸収して、カ

ーボンニュートラルに持っていくということ

でしょうけれども、前回の議会でも申し上げ

ましたが、国からの交付税が、半分近くは事

業設備基金として蓄えられているということ

でありましたが、令和４年度は、大いに事業

を進める方向に、市町村の指導なり、県はど
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ういうふうなことでやっていますか。ちょっ

とお尋ねしたいと思いますが。 

 

○笹木森林整備課長 森林環境譲与税の令和

２年度の状況についての御質問だと考えてお

ります。 

 市町村の森林環境譲与税につきましては、

昨年度の段階で、各市町村にこういった使い

方ができますよってことをお示ししてありま

す。 

その結果、令和４年度は、単年度で見ます

と12億円、国から市町村がお金をいただきま

したけれども、それに対して９割の事業化が

できている状況でございます。 

 ただ一方で、もともとその基金へ積んでい

るという部分もございまして、令和４年度末

でいきますと、今まで35億円いただいたとこ

ろに対して23億円ほどということで、63％ぐ

らいが累計で事業化できてない状況となって

ございます。 

 県としましては、このさらなる令和４年度

補正による計上も含めて、さらなる事業化に

向けまして、この５月から６月に、私も回っ

てきたんですけれども、県内の全市町村長さ

んに対して、さらに現在の状況をよく御説明

させていただきまして、理解を得るように対

応してきました。 

 市町村長さんとしましては、やはり改めて

今回、自分の市、町の状況というのを認識さ

れて、さらにやっぱり有効に使っていかなき

ゃいけないということで思いを抱いていただ

いたというふうに考えております。 

 我々としましても、このチャンスを逃さな

いように、さらに具体的な提案をしてまいっ

てしっかり対応していきたいと思います。 

 

○坂田孝志委員 先ほどの再造林についても

４割ぐらいしか進んでないってことあります

から、大いにこういう財源を活用して、いわ

ゆる補助を今まで使われている、もう少しそ

れをちょっと上げてでも、こっちにつなげる

ようにしませんと、どうも国は、事業実績が

少ないところ、多いところ、濃淡をつけてほ

しいんですよ。少ないところにはやらない

と、多いところにはやる。そういうことにな

ったら、いざやろうと思うときできなくなり

ますから、やっぱりこういうふうな制度があ

る以上は、絶対それを活用して、伐期が来て

るのは切って新しい木を植える。あれだった

でしょう、老木よりも新しい木のほうが 

ＣＯ₂吸収は大きいと、こう聞いております

から、やっぱりここの部分は大事だと思うん

ですよ。ここで吸収せぬとゼロにならんとで

すけん、出すとは。大いにこの事業を進めて

いただきたいと、こう思っております。さら

なる努力をお願いします。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 ほかにありませんか。 

 なければ……。 

 

○山本伸裕委員 申し訳ない。先ほど末松委

員が言われた施設建設で様々な災害だとか、

地域の人たちとのトラブルだとか、これは非

常に重大な問題だというふうに思うんですよ

ね。それで、これからも災害の危険だとかそ

ういうトラブルとかが多発する懸念っていう

のはあると思うんですよ。それもやっぱりな

かなか、防災協定というけれども、はっきり

規制するという点では、なかなか難しい面も

あるのかなっていう気がしてまして、そうい

う点では、山梨とかだったと思うんですけれ

ども、一定規模以上の施設については規制区

域を設けると。ここはもうそういう一定規模

以上の施設については建設はもうできません

というようなエリアを設定するというか、そ

ういったことも今後検討していく余地がある

んじゃないかなというふうに思ってるんです

けれども、それはいかがでしょうか。 
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○岡山エネルギー政策課長 現在でも、19ペ

ージにありますとおり、再エネ施設の適地誘

導ということを進めておりまして、今年度

は、球磨とか天草地域においてゾーニング

を、２年目を行いまして、そこは協議会も立

ち上げて、地域の懇談会も立ち上げて、ここ

は保全するエリアだとか、ここは調整するエ

リア、ここは推進してもいいエリアというの

をちょっと決めていきたいと思っておりま

す。そういうことをしながら、再エネ施設の

適地誘導をしたいと思っております。 

 

○山本伸裕委員 ぜひそこは、全県的にしっ

かり誘導していただければと思います。よろ

しくお願いします。 

 

○内野幸喜委員長 それでは次に、有明海・

八代海の環境の保全、改善及び水産資源の回

復等による漁業の振興に関する件及び報告事

項、アサリの産地偽装問題に係る対応状況に

ついて説明を受け、まとめて質疑を行いたい

と思います。 

 それでは、執行部から説明をお願いいたし

ます。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 有明海・八代海の再生に係る現状につい

て、資料の２の２ページをお願いします。 

 これは、１、これまでの経緯等というとこ

ろでございます。 

すみません、すごく小さい字で書いてあり

ますけれども、これまでの経緯等ということ

で、２ページから３ページにかけて、平成12

年度以降の被害やその後の特別措置法の制

定、有明海・八代海等総合調査委員会の報告

などを記載しております。 

 新たな事柄としまして、有明海・八代海等

総合評価委員会の中間報告があっております

ので、４ページを御覧いただけますでしょう

か。 

 ４ページの１行目から下線を引いておりま

すけれども、令和４年３月に、有明海・八代

海調査評価委員会の中間取りまとめとして、

令和３年度時点での再生方策の実施状況、課

題等を整理し、令和８年度の委員会報告に向

けて必要となる検討項目等がまとめられまし

た。 

 参考の部分に中間取りまとめの主な内容を

記載しておりますが、令和８年度の報告に向

けての課題を整理されたものですけれども、

多くの項目で、さらなる調査研究が必要とさ

れており、方針や見通し等は示されていない

という状況でございます。 

 今後、国において、課題として位置づけら

れた調査研究等を着実に進めて、効果的な対

策を見いだし、令和８年度の委員会報告に盛

り込んでいただくよう、執行部としても、強

く要望してまいりたいと思っております。 

 なお、６月１日に、環境省の担当室長が県

庁に来られました。今回は県庁にということ

でございましたけれども、時間を取っていた

だきまして、現地を見ていただくこととしま

して、住吉や不知火で有明海、八代海の泥化

した干潟の現地を見てもらい、肌感覚で対策

の必要性を認識していただいたところでござ

います。 

 続きまして、５ページでございます。 

 下のほうですけれども、県の取組ですけれ

ども、下線を引いておりますとおり、令和２

年度から令和２年２月に県議会で取りまとめ

ていただいた提言に沿って取り組んでまいり

たいと思っております。 

 これまでの経過は以上でございます。 

 ６ページを引き続きお願いいたします。 

 時間の都合上、２の有明海・八代海水質の

状況について、環境保全課分も私のほうから

報告させていただきます。 

 環境基準の達成状況でございますけれど

も、７行目に下線を引いておりますとおり、
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汚濁の指標であるＣＯＤ及び富栄養化の指標

でございます全窒素、全リンともに、近年変

動はありますものの、ほぼ横ばいで推移して

いるという状況でございます。 

 具体的には、７ページにグラフが書いてあ

りますけれども、そのとおり、大体おおむね

横ばいというような状況でございます。 

 水質の状況の報告は以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課です。 

 ８ページをお願いします。 

 ３、有明海・八代海の漁業生産の状況につ

いてです。 

 まず、①漁業の状況、いわゆる捕る漁業で

すが、上段左側のグラフは魚類、右側はアサ

リの漁獲量の推移で、黒丸が有明海、白丸が

八代海となります。 

 また、下段のグラフは、魚類とアサリの県

全体の漁獲金額の推移です。 

 まず、魚類の漁獲量ですが、有明海は減少

傾向にあり、令和２年は1,273トンで、八代

海は、有明海と比べ変動が大きく、令和２年

は4,770トンとなっています。 

 次に、アサリの漁獲量ですが、有明海で

は、資源回復に向けた取組が進められる中、

令和３年は、水産振興課調べで23トン、一

方、八代海では、豪雨の影響等もあり、11ト

ンとなっています。 

 下の②養殖漁業の状況です。 

 上段のグラフは、ノリ養殖の生産枚数及び

生産金額の推移で、左が有明海、右が八代海

です。有明海の令和３年漁期は、一時栄養塩

が不足したものの、生産者の適切な管理によ

り、生産金額で前年を上回る約117億円とな

りました。八代海は、経営体数が１経営体

で、栄養塩不足により生産は行われておりま

せん。 

 下段のグラフは、ブリ類とマダイの生産量

及び生産金額の推移で、左側がブリ類、右側

がマダイです。ブリ類の生産量は、ここ数

年、5,000から7,000トン、マダイは8,000か

ら１万トンで推移し、比較的安定した生産が

行われております。 

 水産振興課は以上です。 

 

○弓削下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 資料の12ページをお願いいたします。 

 提言項目、(1)海域環境への負荷の削減に

係る施策、①生活排水処理施設の整備促進と

適切な維持管理について御説明いたします。 

 まず、１、現状・課題等についてですが、

令和８年度末の汚水処理人口普及率93％に高

めることを目標に、地域特性に適した生活排

水処理施設の整備を推進しております。 

 また、下水道、集落排水施設への接続や浄

化槽の適切な維持管理等について、市町村や

関係機関と協力し、普及啓発活動に取り組ん

でおります。 

 ２の取組の方向性については、人口減少な

ど社会情勢の変化を踏まえ、未普及対策、施

設の老朽化などに伴う計画的な改築更新及び

広域化、共同化など、効率的な運営管理に取

り組んでまいります。 

 また、普及啓発活動や下水道、集落排水施

設への接続、浄化槽の適切な維持管理等に引

き続き取り組んでまいります。 

 13ページをお願いいたします。 

 ３の昨年度の主な取組実績及び今年度令和

４年度の取組予定についてですが、まず、昨

年度の取組実績について御説明します。 

 ①の合併処理浄化槽への転換補助事業につ

いては、36市町村で458基の転換を実施しま

した。 

②の普及啓発活動では、県立図書館及び県

民交流館パレアにおいてパネル展示を行いま

した。 

③の流域下水処理場などの汚水処理施設で

は、施設の管理を最適化するストックマネジ
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メント計画に基づき、改築・更新、耐震、耐

水化対策工事を実施しております。 

 次に、令和４年度の取組予定でございます

けれども、ただいま御説明した事業等につき

まして、引き続き取り組んでいくことによ

り、海域環境への負荷の削減に努めてまいり

ます。 

 下水環境課は以上でございます。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 14ページをお願いします。 

 ②の普及啓発活動の展開です。 

 １の現状と課題でございます。 

 グラフのとおり、左側の環境出前講座は、

令和元年は900人であった受講者が、令和３

年度は2,700人と、コロナ禍の中で増加傾向

にあります。 

 一方で、右側の一斉清掃活動は、実施市町

村数、参加者数とも減少しております。その

ため、２の取組の方向性でございますけれど

も、一斉清掃活動につきましては、新型コロ

ナウイルス感染症対策を行いながら再開する

ように、市町村に働きかけてまいりたいと思

います。 

 15ページお願いします。 

 ①の河川や海岸の一斉清掃につきまして

は、令和４年度は、感染対策を行いながら、

県内各地で清掃活動を実施したいと考えてお

ります。 

 なお、８月21日を統一行動日として長洲港

海岸をメイン会場として取り扱うこととし、

市町村と調整しておるところでございます。 

 ②の環境出前講座でございますが、今非常

に好調でございますけれども、令和４年度

も、事業の工夫を重ね、内容を充実させなが

ら、引き続き実施してまいります。 

 主な取組は以上です。 

 

○髙野農業技術課長 18ページでございま

す。 

 ④の農薬・化学肥料の使用量の削減につい

てでございます。 

 １の現状としまして、これまで、土づくり

を基本に、農薬と化学肥料の削減に取り組む

環境にやさしいくまもとグリーン農業の拡大

に取り組み、平成16年度と比較しますと、化

学肥料の使用量は約32％削減、化学農薬の使

用量は約37％削減しております。 

 ２の取組の方向性として、地下水と土を育

む農業推進条例に係る第２期推進計画に沿い

まして、生産拡大と取組レベルの向上を図っ

てまいります。 

 次のページ、３の昨年度の取組実績と今年

度の取組予定でございます。 

 ①のグリーン農業の生産拡大と取組の高度

化については、市町村や関係機関と連携し

て、農薬や化学肥料を削減した取組の拡大や

認証を行います。 

 ②の環境にやさしい農業技術の普及定着の

促進については、害虫を捕食する天敵を活用

した技術等の普及を図るため、実証展示圃場

の設置等を行います。 

 ③のとおり、取組効果の見える化を図るた

め、県内大学と連携した調査研究も実施して

おり、これらの取組により、グリーン農業の

一層の推進を図ってまいります。 

 農業技術課は以上でございます。 

 

○鬼塚畜産課長 畜産課でございます。 

 20ページをお願いします。 

 ⑤家畜ふん尿の適正管理の継続でございま

す。 

 現状・課題、取組の方向性に記載してあり

ますとおり、近年、家畜の飼養規模拡大が進

んでおり、家畜排せつ物の適正な管理がより

重要になっていることから、平成16年施行の

家畜排せつ物法施行規則に基づいて、適正な

管理を引き続き推進していくこととしており

ます。 
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 21ページをお願いします。 

 令和３年度の主な取組実績及び令和４年度

の取組予定でございますが、家畜排せつ物の

処理状況の調査、浄化処理施設の処理水の分

析等に係る技術指導を実施するとともに、11

月を畜産環境月間と位置づけ、農業関連情報

誌等を利用した意識啓発、理解醸成活動を行

っております。 

 また、②にありますように、良質堆肥生産

や耕畜連携を推進するために、堆肥貯蔵庫、

運搬車等、機械の整備を支援しております。 

 令和４年度も、引き続き、市町村や農業団

体と連携し、農家への助言指導や意識啓発な

どを行い、家畜排せつ物の適正な管理を推進

してまいります。 

 22ページをお願いします。 

 ⑥耕畜連携による堆肥の広域流通でござい

ます。 

 現状・課題、取組の方向性に記載してあり

ますように、堆肥の利用を促進するために

は、良質堆肥生産技術の向上や耕種農家と畜

産農家のマッチングが重要であることから、

①耕種農家との連携や情報交換等の促進、②

堆肥製造技術の向上、③堆肥の広域流通のさ

らなる促進を進めてまいります。 

 23ページをお願いします。 

 主な取組実績及び取組予定でございます

が、熊本県耕畜連携推進協議会の構成メンバ

ーであります県や農業団体が連携して、堆肥

共励会や堆肥のサンプルの配付、堆肥需給マ

ッチングサイト、くまもと堆肥ネットの紹介

等を実施しました。 

 令和４年度も、引き続き、良質堆肥の生産

と堆肥の広域流通を進めてまいります。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○堀田水産研究センター所長 24ページをお

願いします。 

 ⑦養殖場から排出される負荷の削減につい

てでございます。 

 まず、１の現状・課題等についてですが、

養殖場における給餌や排せつによって生じる

環境負荷を低減させるため、窒素、リンを栄

養塩として吸収するヒトエグサやヒジキなど

の海藻類の増養殖技術の開発に取り組んでお

ります。 

 また、地元漁協が策定しました漁場改善計

画が着実に実施されるよう指導、支援を行っ

てまいります。あわせて、養殖業者に対する

適正な給餌量の指導を行ってまいりました。 

 ２の取組の方向性です。 

 引き続き、海藻類の増養殖技術の開発、普

及を研究の重点テーマとして取り組んでいく

とともに、漁場改善計画の着実な実施につい

て指導してまいります。 

 25ページをお願いします。 

 令和３年度の主な取組実績及び令和４年度

の取組予定についてです。 

 ①のヒトエグサの安定生産を目指すための

水産研究センターが開発したヒトエグサの人

工採苗技術を公益財団法人くまもと里海づく

り協会等へ移転するための量産化試験を実施

するということで、令和３年度は、人工採苗

網610枚を生産し、県内７地区８業者へ配付

しました。 

 また、今年度は、優良品種、高水温耐性の

開発に取り組み、ヒトエグサの生産向上を図

ってまいりたいと考えております。 

 ②の策定された漁場改善計画を着実に実施

されるよう、漁協に対し、養殖場の底質調査

や漁場環境の維持、改善に向けた指導を行う

ことにつきましては、昨年10月に実施されま

した魚類養殖場の底質調査結果に基づきまし

て、漁協に対し、漁場環境の維持、改善が図

られるよう指導を行っております。 

 また、③給餌管理が徹底されるよう、ブ

リ、マダイ等魚類養殖業者に適正な給餌量の

指導を行うことにつきましても、魚病対策指

導等に併せまして、給餌管理についても指導

を行ってまいりました。 
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 本年度も、引き続き、同様の取組を推進し

てまいります。 

 水産研究センターは以上です。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 28ページをお願いします。 

 抜本的な干潟等再生方策の検討の有明海で

ございます。 

 現状と課題等でございます。 

 干潟では、作澪や覆砂等による底質改善に

取り組んでおりますけれども、抜本的な対策

には高度な知見と膨大な経費が必要であり、

県単独での実施は困難です。このため、国の

主体的な取組を求めておりますけれども、国

でも、いまだ具体的な再生方策は見いだせて

ないという状況です。 

 ２の取組の方向性でございます。 

 国に対して、１番目の丸の泥土除去等の抜

本的な底質改善策や、２番目の丸の海域での

大規模な海底耕うん等の実証事業の実施を求

めてまいります。 

 また、右の表を御覧ください。 

 ちょっと見にくいのですけれども、国の28

年度委員会報告に示された再生方策です。黄

色のマーカーで囲んでいる部分でございます

けれども、読ませていただきますと、底質改

善（覆砂、海底耕うん、しゅんせつ、作澪

等)の実施、河川からの土砂流入量の把握、

適切な土砂管理、ダム堆砂、河道掘削土砂の

海域への還元等の検討と、国も整理しており

ます。まさに、これらを実施するように国に

強く求めていく必要があると考えており、先

日も、国の室長に現地で要請したところでご

ざいます。 

 29ページをお願いいたします。 

 主な取組実績及び取組予定でございます。 

 まず、①底質改善に向けた対策の提示で

す。 

 県議会の提言でも、山から海への砂の供給

方策を含めた干潟再生方策の検討とあります

けれども、県の令和２年度調査で、干潟の維

持に砂の供給の重要性が改めて示されてお

り、国に対して、底質と河川からの砂の流入

の関係について調査研究を進めるよう要望し

てまいりました。その結果、昨年３月に公表

された中間取りまとめにおいて、令和８年度

委員会報告に向けた課題として明記されたと

ころでございます。 

 また、６月１日には環境省の室長にも要請

したところでございますけれども、引き続

き、国に対して粘り強く要望してまいりま

す。 

 ②の大学と連携した調査でございます。 

 令和３年度調査で、干潟にアサリの着底に

適した大きめの粒径の砂、礫を補うことで、

資源回復に寄与する可能性が示されました。

その結果を踏まえ、令和４年度は、着底に適

した粒径の大きめの砂や礫を活用したアサリ

の資源回復等の調査研究や、上流の砂や礫を

活用した干潟への砂供給に向け、国や関係者

等と検討を進めてまいります。 

 30ページをお願いいたします。 

 八代海湾奥部についてでございます。 

 １の現状・課題です。 

 一番左の図のとおり、八代海湾奥部は、特

殊な地形から土砂堆積が進行し、地元では水

害リスクに対する懸念がございます。そのた

め、高潮対策、排水機場の機能強化、河道掘

削等の実施を県に対して地元が要望されてお

り、国に対しては、将来の土砂堆積影響調査

等の実施を要望されています。 

 ２の取組の方向性でございます。 

 防災対策は連携が重要ですので、宇城市な

どの事業主体と県とタイムスケジュールを共

有し、水害リスクの軽減に取り組みます。ま

た、地元と連携し、国に対して影響調査等の

実施を要望します。今年度は、県も国への要

望に同行することとしており、市と日程を調

整しているところでございます。 
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 31ページをお願いします。 

 主な取組実績と取組予定です。 

 ①の水害リスクの軽減に向け、地元として

は、県には防災対策、国には将来的な影響調

査を求めたいとの意向を確認しております。

排水対策として、フラッシングによる海岸樋

門の機能維持、排水機場整備や浸水対策とし

ての河川改修、河道掘削を実施します。 

 また、令和４年度は、地元と連携し、県も

同行する形で国への要望活動を実施する予定

です。 

 また、参考で書いておりますけれども、瀬

戸内海における栄養塩に関する取組について

御報告いたします。 

 令和３年６月に瀬戸内海環境保全特別措置

法が一部改正され、府県知事が栄養塩類の管

理に関する計画を策定し、栄養塩類を管理す

る栄養塩類管理制度が創設されました。法改

正を受けまして、今年２月に国の計画が一部

変更され、地域ごと、季節ごとのきめ細やか

な栄養塩の管理が推奨されています。 

 また、兵庫県が県の管理計画を令和４年度

中に策定予定とのことで、今年４月にパブリ

ックコメントを実施されました。内容は、全

窒素が県条例の下限値0.2ミリグラム・パ

ー・リットルを下回るおそれがある水域を対

象に、栄養塩の供給増を目指すという案にな

っております。 

 今後、兵庫県の審議会での審議を経て、国

と協議の上策定されると聞いておりますの

で、引き続き動向を注視してまいります。 

 以上でございます。 

 

○植野漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 32ページをお願いします。 

 アサリ等の水産資源回復等による漁業の振

興の①干潟等の漁場環境改善のための事業の

充実の有明海につきまして、現状・課題は、

頻発する豪雨災害などによりまして漁場に土

砂が流入し、底質が悪化したり、海水温上昇

等により南方系の食害生物が増加するなど、

水産資源の生息環境が悪化しています。この

ため、干潟域では、覆砂等による底質改善に

取り組んできました。 

 覆砂漁場には、アサリの稚貝が多く発生し

ていますが、成貝に至るまでに食害等により

減耗し、漁獲が減少しており、生残に向けた

取組の強化が必要でございます。 

 浅海域では、藻場が食害により減少してお

りまして、藻場の保全、拡充が必要です。 

 真ん中の写真の右に表４つつけていますけ

れども、左上の表は、アサリの稚貝の生息密

度です。覆砂漁場が、天然漁場よりも多く生

息しています。 

 右上の表は、海藻の繁茂調査で、藻場造成

の漁場が、天然漁場よりも海藻の量が多くな

っています。 

 下の表は、アサリの稚貝を保全するための

対策として、左側がナルトビエイの駆除の実

績、右側が被覆網の設置状況の実績でござい

ます。 

 ２の取組の方向性につきましては、干潟域

では覆砂や作澪等を、浅海域では藻場の造成

をそれぞれ事業効果が見込まれる場所を選定

して実施してまいります。 

 また、漁業者等による食害生物の駆除や被

覆網設置などの取組を支援してまいります。 

 下のページは、３年度の実績と４年度の予

定です。 

①の干潟域では、３年度は、覆砂、作澪を

熊本市で実施しておりまして、４年度は、加

えて宇土市でも覆砂を実施する予定でござい

ます。 

 ②の浅海域では、３年度は、天草市で藻場

造成を実施しました。 

 ③は、漁業者等の取組への支援です。 

 ３年度は、干潟の耕うんや被覆網の設置、

食害生物の駆除などの取組への支援を実施し

ました。４年度も、漁場保全の効果がさらに
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上がるよう取組を支援する予定です。 

 34ページをお願いします。 

 八代海についてです。 

 現状・課題は、有明海と同様に、水産資源

の生息環境が悪化しています。加えまして、

八代海北部の海域では、豪雨等により塩分濃

度が低下する状態が長期間継続するような状

況です。この取組の方向性につきまして、こ

れも有明海と同様に、覆砂や藻場造成等の漁

場整備と漁業者等による漁場保全に一体とな

って取り組んでまいります。 

 下の３年度の実績と４年度の取組です。 

 ①の干潟域では、３年度は、氷川、八代で

覆砂を実施しております。 

 ②の浅海域では、３年度は測量設計を実施

しまして、４年度に八代市と水俣市で藻場造

成を実施する予定です。 

 ③の漁業者等の取組への支援につきまして

も、有明海と同様に、引き続き支援してまい

ります。 

 以上です。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課です。 

 36ページをお願いします。 

 (3)アサリ等の水産資源回復等による漁業

の振興の③栽培漁業及び資源管理型漁業の推

進、有明海です。 

 １の現状・課題等ですが、有明海の主要水

産資源については、有明海沿海４県と国が協

調し、漁場環境の改善や増殖技術の開発に取

り組んでいます。特に、アサリについては、

早急な資源回復に向け、稚貝の保護に効果が

見られる被覆網などの取組を進めておりま

す。 

 ２の取組の方向ですが、引き続き、資源の

早期回復へ向けた取組を進めるとともに、ク

ルマエビ等の共同放流など、栽培漁業を推進

することとしております。 

 下の３、令和３年度の主な取組実績及び令

和４年度の取組予定ですが、 

①、②のアサリの資源回復については、各

漁場で効果が見られる稚貝の着底促進や保護

の取組など、早期回復に向けた取組を推進し

ていきます。 

 ③、④の共同放流については、計画的に放

流事業を推進するとともに、効果的な放流技

術の開発に取り組むこととしております。 

 ⑤の新たな資源管理については、持続的な

漁獲につながるよう、資源状況の評価に基づ

く資源管理の取組を推進してまいります。 

 38ページをお願いします。 

 ④栽培漁業及び資源管理型漁業の推進、八

代海です。 

 １の現状・課題等についてですが、八代海

では、マダイ、ヒラメなどの計画的な共同放

流による栽培漁業を推進しています。特に、

八代海特産のアシアカエビやキジハタの放流

魚種の開発やエビ類の共同放流体制の整備を

進めています。 

 また、アサリ増産に向けた漁場環境の改善

や母貝団地造成などの取組を推進していま

す。 

 ２の取組の方向性としては、引き続き、種

苗放流による栽培漁業や資源管理型漁業の推

進、アサリ資源の早期回復に向けた取組を進

めてまいります。 

 下の３、令和３年度の主な取組実績及び令

和４年度取組予定ですが、 

①、②の共同放流については、計画的な種

苗放流や放流技術の開発に取り組みます。 

 ③の八代海でのエビ類の共同放流について

は、沿海市町と漁協等が連携した効果的な共

同放流を推進します。 

 ④、⑤の資源管理については、漁業法改正

に伴い、資源評価に基づく漁獲量を管理する

新たな資源管理の取組やアサリ資源の早期回

復に向けた取組を推進してまいります。 

 40ページをお願いします。 

 ⑤持続的養殖漁業の推進、有明海です。 

 １の現状・課題等についてですが、ノリの
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養殖においては、近年の高水温や病害に対

し、海域の環境変化に対応した養殖スケジュ

ールや酸処理剤の適正使用、高水温に強い優

良品種の開発に取り組んでいます。 

 ノリ養殖は、全国的に厳しい状況にありま

すが、本県生産者におかれては、適切な養殖

管理に取り組まれ、１経営体の生産枚数、生

産金額は増加しています。 

 ２の取組の方向性ですが、引き続き、ノリ

の安定生産に向けた取組を推進してまいりま

す。 

 下の３、令和３年度の主な取組実績及び令

和４年度の取組予定ですが、①の養殖スケジ

ュールや養殖管理については、県漁連等と連

携し、栄養塩の調査等を行い、漁場環境や生

産状況に応じた養殖管理の取組を推進してい

きます。 

 ②のノリの酸処理剤については、漁場の巡

回指導を行い、適正な使用や使用量削減を推

進していきます。 

 ③のノリの優良品種開発については、高水

温に強い品種の養殖試験を行うなど、優良品

質の作出試験を進めてまいります。 

 42ページをお願いします。 

 ⑥持続的養殖漁業の推進、八代海です。 

 １の現状・課題等についてですが、魚類養

殖については、持続的な養殖業を推進するた

め、漁場環境に配慮した養殖を推進するとと

もに、赤潮被害の防止対策や巡回指導による

疾病対策に取り組んでいます。 

 また、ヒトエグサやマガキなどの養殖技術

の開発や養殖試験に取り組んでいます。 

 ２の取組の方向性についてですが、引き続

き、漁場改善計画の着実な実施や赤潮被害の

防止対策等に取り組んでまいります。 

 下の３、令和３年度の主な取組実績及び令

和４年度の取組予定ですが、 

①、②の養殖管理については、漁場改善計

画の着実な実践や漁場環境の改善への指導を

行うとともに、水産用医薬品の適正使用な

ど、安全な養殖魚生産に向けた取組を推進し

ます。 

 ③の赤潮被害に対しては、関係者が連携し

た赤潮情報ネットワークによる赤潮の早期発

見と被害防止対策を推進します。 

 ④のマガキ、ヒトエグサについては、安定

生産に向けた技術指導に取り組んでまいりま

す。 

 水産振興課は以上です。 

 

○堀田水産研究センター所長 44ページをお

願いします。 

 (4)再生に向けた調査・研究の充実、①調

査・研究の充実について御説明いたします。 

 １の現状・課題等についてです。 

①では、定期的な海況観測やノリ養殖場の

栄養塩調査、アサリ、ハマグリの生息状況調

査実施。 

②では、天草市や養殖組合等と連携した赤

潮の早期発見と迅速な情報発信により、養殖

業者の赤潮対策に対する支援を行ってまいり

ました。 

 また、③では、国の研究機関や大学、関係

県等との共同研究、研究成果等の情報交換、

さらには関係機関の調査結果のデータベース

構築に参加するなど、有明海・八代海の再生

に向けた調査研究が、より効果的、効率的に

なるよう努めてまいりました。 

 ２の取組の方向性です。 

 調査研究の充実を図るため、国や大学等の

研究機関と役割分担を明確にし、引き続き、

両海域の再生のための海況調査や赤潮被害軽

減のための対策支援、アサリ等有用二枚貝や

ノリ養殖に係る調査研究に取り組んでまいり

ます。 

 次のページをお願いします。 

 令和３年度の主な取組実績及び令和４年度

の取組予定についてです。 

 まず、①では、アサリ、ハマグリ等重要二

枚貝類について、定着稚貝等の分布状況調査
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に加え、国や有明海沿岸３県と協調し、浮遊

幼生の発生状況等を把握し、資源管理の取組

を推進しました。 

 また、②では、赤潮や栄養塩調査の結果の

漁業者への速やかな情報発信により、漁業者

の餌止め等の対策を支援することで、赤潮被

害の軽減を図ってまいりました。 

 さらに、大学との共同研究では、八代海に

おけるタチウオの生態解明の取組を進め、資

源増大に有効な知見が得られています。 

 今年度につきましても、国や大学等の研究

機関と連携し、情報の共有化を図りながら、

漁場環境のモニタリング、アサリをはじめと

する水産資源の回復策、持続的な養殖生産な

ど、有明海・八代海再生に向けた調査研究の

充実に引き続き努めてまいります。 

 水産研究センターは以上です。 

 

○植野漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 46ページをお願いします。 

 上流から下流まで連携した海洋ごみ等対策

の推進の①海洋ごみ対策につきまして、現状

と課題は、近年豪雨が頻発し、大量の海洋ご

みが漂流、漂着し、海域の環境悪化、海岸の

機能低下、船舶の航行及び漁業活動への影響

等が生じており、この傾向は今後も続くこと

が懸念されます。 

 ２の取組の方向性につきまして、漁業活動

に支障となる漂流ごみ及び海底ごみを回収、

処分し、白川の河口域では、漂流物の対策フ

ェンスを設置いたします。海岸の漂着ごみも

回収、処分をいたします。 

 下のページは、３年度の実績と４年度の予

定につきまして、 

①の漂流ごみにつきましては、３年度は、

漂流ごみと海底ごみを回収、処分し、白川河

口域に漂流物フェンスを設置しました。４年

度も、同様に取り組んでいく予定です。 

 ②の海岸の漂着ごみにつきまして、３年度

は、農地、漁港、建設、港湾海岸で回収処分

をいたしました。漁港海岸で回収した流木の

一部につきましては、地元の希望者に配付

し、有効活用していただきました。４年度

も、海岸漂着ごみが発生すれば迅速に回収、

処分いたします。 

 漁港漁場整備課は以上です。 

 

○福原循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 48ページをお願いいたします。 

 ②海洋プラスチックごみ対策についてで

す。 

 １、現状と課題等につきまして、１つ目の

丸ですが、海洋プラスチックごみの多くは陸

域から流出したものであり、流れ出る前の効

率的な回収が必要でございます。 

 また、２つ目として、プラスチックごみの

発生源に応じた流出防止策が必要なこと、３

つ目として、プラスチック製品の設計から廃

棄物処理までの各段階で、プラスチックの資

源循環の取組を進める必要があることを挙げ

ております。 

 ２、取組の方向性としまして、くまもと海

洋プラスチックごみ『ゼロ』推進会議の提言

を踏まえ、回収、排出抑制、リサイクルの３

つの取組を進めることとしています。 

 49ページをお願いいたします。 

 令和３年度の実績と本年度の取組予定で

す。 

 ①は、回収強化の取組です。 

市や町における海洋ごみの回収、処分、発

生抑制の対策を支援しております。 

 ②は、排出抑制の取組です。 

昨年度は、各種啓発事業を実施いたしまし

た。本年度は、商工団体と連携したプラスチ

ック代替製品の切替え促進、河川周辺を中心

とした陸域ごみの実態調査などにも取り組み

ます。 

 ③は、分別回収、リサイクルの促進です。 
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市町村等におけるプラスチックごみの分

別、回収、拡充やリサイクル製品の認証と支

援を行ってまいります。 

 以上でございます。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 51ページの熊本県計画に関する令和４年度

事業についてでございます。 

 52ページのとおり、令和４年度は、令和３

年度に比べて予算が減少しております。これ

につきましては、まず、令和３年度補正予算

の経済対策分に前倒ししたものが大体５億

4,000万円程度、また、事業計画に基づき、

改築・更新での減が３億円程度、また、団体

や地元市町村との調整で減になったものが大

体４億円程度と、そういったものがありまし

て減少になったものでございます。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 続いて、アサリの産地偽

装問題に係る対応状況について説明をお願い

します。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課です。 

 資料３のアサリの産地偽装問題に係る対応

状況について御報告します。 

 １ページをお願いします。 

 これまでのアサリ産地偽装への対応状況に

ついてです。 

 まず、２月１日に熊本県産アサリ緊急出荷

停止を宣言し、約２か月間、アサリの出荷を

停止しました。 

同時に、消費者庁、農林水産省に対し、ア

サリ産地偽装への迅速な調査、取締りや長い

ところルールの見直し、ＤＮＡ検査体制の整

備への支援等について、２回の要望を行って

います。 

その結果、ＤＮＡ検査体制については、国

の機関から県水産研究センターへの技術移転

が完了し、また、３月30日には、長いところ

ルールの見直しが行われています。 

 また、２月から熊本県産あさりブランド再

生協議会を４回開催し、県産アサリの適正な

流通販売の仕組みである熊本モデルの構築に

向け取り組んでいるところです。 

この熊本モデルにより、４月12日から約２

か月ぶりに出荷が再開され、６月11日から、

デジタル技術を活用した熊本モデルの第２ス

テージが始まったところです。 

 次のページをお願いします。 

 熊本県産あさりを守り育てる条例について

です。 

 県では、産地偽装の根絶に向けた３原則に

基づく取組を着実に実施するため、熊本県産

あさりを守り育てる条例を今定例会に提案し

ています。 

 条例のポイントとしては、まず、ポイント

１の漁場の保全、改善と県産アサリの育成で

すが、漁協が行う天然アサリを育む環境整備

の取組について、ハード、ソフトの両面から

総合的に支援します。 

 次に、ポイント２の適正な流通、販売です

が、県産アサリの販売協力店の認証により、

熊本モデルの流通、販売の仕組みを構築し、

消費者の信頼回復を図ってまいります。 

 次に、ポイント３の書面の備付け等です

が、取引記録などの書類作成とその保存を義

務化し、産地表示の厳格化を図ります。 

 これらに加え、関係法令等を最大限に適用

し、純粋な県産アサリを守り育て、適正に流

通、販売するといった目標を達成してまいり

たいと考えています。 

 次のページをお願いします。 

 ４月12日から、県産アサリを適正に流通、

販売する熊本モデルの第１ステージとして出

荷が再開されましたが、第１ステージでの３

つのポイントがあります。 

 ポイント１の漁場では、漁獲情報や入札情

報を県漁連のホームページに公開し、見える
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化しました。 

ポイント２の認定工場では、混入防止のた

めに統一した荷姿で出荷しました。 

ポイント３の販売協力店では、県による認

証や監視等により販売状況の確認を行うこと

とし、県漁連から直接送付された産地証明書

を掲示しました。 

 さらに、これらの３つのポイントでＤＮＡ

検査を実施し、他産地のアサリが混入してな

いか確認しています。 

 次のページをお願いします。 

 第１ステージにおける漁獲から販売までの

検証ですが、まず、ポイント１の漁場では、

漁獲量は一潮目の４月12日から三潮目にかけ

て増加しており、四潮目の５月31日までに約

46トンが漁獲されています。 

 次に、ポイント２の認定工場では、熊本及

び福岡に５つの工場を認定しています。 

 ポイント３の販売協力店では、潮ごとに店

舗を増やし、374店舗を認証しています。 

また、一潮目及び二潮目における販売金額

を試算したところ、合計3,400万円となって

おります。 

 次のページをお願いします。 

 これは、販売協力店での消費者の反応につ

いて聞き取った調査結果です。 

 まず、①の熊本県産アサリへの反応につい

ては、58％の店舗から、出荷停止前と比べ、

好意的な回答がありました。 

また、②の産地証明書による消費者の販売

行動については、69％の店舗から肯定的な意

見がありました。 

 そのほか、主な意見としては、熊本モデル

は、産地証明を見える化することで、消費者

にも分かりやすく、安心、安全なシステムと

の肯定的な意見があっております。 

 次のページをお願いします。 

 ６月11日から開始した熊本モデルの第２ス

テージについてです。 

 アサリの流れやＤＮＡ検査体制は、第１ス

テージと同じですが、異なる点は、ＱＲコー

ドを活用し、流通する点です。漁協の出荷か

ら砂抜き、選別を行う認定工場、流通、販売

業者まで、アサリの流れに従ってリレー形式

で、ＱＲコードを活用した流通過程の記録が

クラウド上で行われ、店頭に掲示する産地証

明書のデータが更新されます。 

 これにより、この産地証明書から最新の出

荷情報などを容易に確認することが可能とな

り、消費者がより安心して、熊本県産アサリ

を購入できるようになります。 

 次のページをお願いします。 

 現在開発しているＱＲコードを活用した県

産アサリの産地証明支援システムには３つの

特徴があり、１つ目は、県産アサリの調達ル

ートや流通量が記録されることです。２つ目

は、産地証明書の産地情報を随時更新するこ

とで、消費者が最新の情報を確認できること

です。３つ目は、マニュアルを見なくても、

直感的に分かりやすい操作画面になるように

したことです。 

 また、６月11日から始まりました第２ステ

ージの販売協力店については、５月25日から

公募していますが、６月11日現在、九州、中

国、四国地方、兵庫県エリアの589店舗を登

録しています。 

 次のページをお願いします。 

 産地証明書については、第１ステージでの

課題を踏まえ、消費者の信頼確保と販売業者

の負担軽減のため、掲載方法等を見直してい

ます。 

 具体的には、左側の図になりますが、店頭

に掲示する産地証明書を１年間有効とするこ

とで、販売業者が店舗ごとに証明書を印刷す

る必要がありません。また、消費者がＱＲコ

ードをスマホで読み取ると、どの漁協からい

つ出荷されたものか、最新の産地情報を知る

ことができるよう工夫しています。 

 以上が熊本モデルの対応状況になります。 

 ９ページをお願いします。 
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 アサリ資源回復に向けた取組についてです

が、今年の漁獲状況について御報告します。 

 近年、アサリ漁獲量は低位で推移してます

が、今年の１月から５月末までの漁獲量は、

水産振興課調べですが、有明海は44トン、八

代海は10トンと、合計54トンが漁獲されてお

り、昨年、令和３年の年間漁獲量35トンを上

回っている状況です。また、現在、各漁場で

は順調に漁獲が行われており、稚貝も多く見

られております。 

 今後とも、被覆網や網袋の設置など増殖対

策の取組を推進し、着実に漁獲につながるよ

う取り組んでまいります。 

 説明は以上です。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部からの説明

が終わりました。 

 先ほど、まとめて質疑を行いますと言いま

したが、まずは、議題(1)の②、有明海・八

代海の環境の保全改善及び水産資源の回復等

による漁業の振興に関する件についての質疑

を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○西村尚武委員 赤潮について、ちょっとお

尋ねします。 

 資料の中で、冒頭の２ページ、それと４ペ

ージ、それと42ページ、赤潮被害の防止対策

について調査研究を行うと、そういう答えが

ずっと出てるんですが、その辺の調査研究の

状況、なかなか難しいんでしょうけれども、

それとあと、今の赤潮の発生状況というのを

教えていただけませんか。 

 

○堀田水産研究センター所長 赤潮の防止対

策というのはかなり難しい課題でございまし

て、過去から、国、それから様々な県で連携

して情報共有しながら取り組んでいるところ

でございます。 

 現在の対策としましては、こちらのほうに

示してあるように、まずは早期に発見して、

できるだけ赤潮に備えていただいて、被害を

最小にとどめるという対策っていうのが専ら

の対策でございます。 

 それと、昨年度も、実質、海域のほうで業

者等に対策を行っていただきましたけれど

も、粘土の散布といったものが一定の種類に

は効果があるということで、早期発見して、

できるだけ小さいうちにこれをたたいて被害

の拡大を遅らせるとか、あるいは抑える、そ

ういった効果はあるということが分かってお

ります。 

 研究としましても、現在、様々、国等でも

研究に取り組まれておりますけれども、実用

化に向けての研究ということでは、なかなか

具体的な成果が見えているというものがない

のが実情でございます。 

 それと、もう一点が、現在の発生状況でご

ざいますけれども、今年度に入りまして、八

代海のほうで、一時ヘテロシグマという赤潮

の発生がございましたけれども、こちらのほ

うは現在収束をしております。５月末ぐらい

に一応収束をしたという形で、現在、あとは

有明海のほうに同じヘテロシグマで注意報が

出ているというような状況でございますけれ

ども、こちらのほうは、魚類に対しての影響

はある程度懸念されるものではございます

が、すぐすぐ被害が出るというような状況で

はございませんが、引き続き、昨年同様、関

係県あるいは漁協あるいは天草市さん等々と

連携しながら、情報収集をしながら定期的に

調査をして、発生状況等の把握に努めている

というところでございます。 

 

○西村尚武委員 実は、私も鹿児島の東町の

水産関係者の人とちょっと話す機会があっ

て、その人からも、私も知らなかったんです

けれども、今おっしゃられた赤潮にも、シャ

ットネラ、コックロディニウム、それとヘテ

ロシグマと、いろんなあれがあると。それが



第19回 熊本県議会 有明海・八代海再生及びゼロカーボン社会推進特別委員会会議記録(令和４年６月14日) 

 

 - 28 - 

魚種別、タイ、ブリ、フグとか、それぞれ影

響がある赤潮があるように聞いたもんですか

ら、それに対応するために、餌止めのタイミ

ングであるとか、期間であるとか、あと、今

言われたミョウバンを混ぜた粘土等の散布、

その辺がなかなか難しいという話も聞いてお

ります。その辺を実際指導して行って、やっ

ぱり被害を最小限にとどめていただくようお

願いをしたいと思います。これは要望です。 

 ただ、今の天気が、雨が続くような状況で

温度も上がってきました。また、赤潮の発生

がとにかくもう危惧されるというのを最近み

んな思ってるもんですから、ぜひその辺はよ

ろしくお願いいたします。――何かあればお

願いします。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課です。 

 赤潮につきましては、八代海、同じ発生し

て、いろいろ広がっていくところもありまし

て、鹿児島県とも連携しながら今取組を進め

ておりますので、今後ともそういった形で進

めていきたいと思っております。 

 

○西村尚武委員 東町のほうも何か結構協議

会とか頻繁にやってるみたいで、なかなか熊

本県で発生したという情報が伝わるのがちょ

っと遅いという話も聞いておりますので、そ

の辺もよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに。 

 

○井手順雄委員 29ページ、②の大学等の研

究者と云々とありますけれども、この研究機

関といいますか、大体何団体、こういった依

頼をしているんですかね。 

 

○吉澤環境立県推進課長 すみません、環境

立県の調査ですので、県立大学、熊大、九大

と、これは１団体にお願いして、そして調査

場所は川口漁協周辺でされております。 

 

○井手順雄委員 熊本港周辺では熊大がやる

ということかな、たしか。その他、どこが担

当課ですか。今は立県ですけれども、水産の

ほうで、そういった依頼して研究、調査され

ているっていうような状況はあるんですか、

研究機関にお願いして。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課です。 

 現在、水産のほうでは有明海沿海４県と連

携して、実証事業とか、再生事業の中で有明

海・八代海事業をやっておりますけれども、

ちょっと今、詳しく聞かないとあれなんです

けれども、大学と連携っていうのはちょっと

今把握してないところでございます。 

 

○吉澤環境立県推進課長 今熊本港でという

のは、白川河口でということではないです

か。 

 

○井手順雄委員 干潟です。 

 

○吉澤環境立県推進課長 熊大の方々が継続

調査をしておられるというのはありましたの

で、うちの関係で。それかもしれないと思い

ます。 

 

○井手順雄委員 それじゃあ、それは何年前

からやってるんですか、調査は。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 ４年前だったと思います。 

 

○井手順雄委員 今干潟に関しての調査は４

年前から行ってきて、今年度も関連予算で継

続すると。 

 

○吉澤環境立県推進課長 はい。 



第19回 熊本県議会 有明海・八代海再生及びゼロカーボン社会推進特別委員会会議記録(令和４年６月14日) 

 

 - 29 - 

 

○井手順雄委員 じゃあ、この結果、検証と

いうのはいつするんですか。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 今年度の調査を検証しまして、来年度、少

し大きめの粒径の砂を一定の範囲で覆砂的に

まいて検証するということを漁協と検討され

ているというふうに聞いております。 

 

○井手順雄委員 こういう調査は、例えば、

２年ぐらいたって経過の報告をこういう場

で、調査研究をしてこういったデータが出て

ますとか、報告していかないかぬと思うとで

すたい。で、最終的に何か年でちゃんとした

データが取れて、資源回復ができますという

結果を出さないかぬ、これはいつになるんで

すか。 

 

○吉澤環境立県推進課長 令和３年度、昨年

度の調査については、９月の議会で報告させ

ていただきたいと思っております。来年度以

降については、そこまでに先生方と協議し

て、その場で報告させていただきたいと思い

ます。 

 

○井手順雄委員 次に、36ページ、アサリの

いろんな偽装問題の中で、まだいろいろ後か

ら質問をまたしますけれども、今まで覆砂事

業、作澪、耕うん等々と、もう大変予算をか

けて、有明海の干潟の環境を守るというよう

な事業をされておりますが、何せ、35トンと

いうような漁獲しかなかったと。 

 そういう中で、前回の委員会で、新たな回

復に向けた取組というのも、３年度の事業ま

でを検証して新たな取組を行うというふうな

ことをおっしゃってましたが、どういう取組

になったでしょうか。 

 

○森野水産振興課長 有明海の資源につきま

しては、近年漁獲量も少なくて、低位で推移

しておりますけれども、近年、豪雨、底質改

善が必要な状況で、資源回復のためにはそう

いった底質の改善、あるいは発生した稚貝を

より効果的に、より効果のある取組として、

成貝まで大きくするというような取組を進め

ていく必要があると考えております。 

 そういった中で、やっぱり稚貝を、産卵母

貝を保護して産卵を増やして、それからよい

漁場に稚貝を発生させる、それから発生稚貝

を漁獲までつなげていくと、そういう一連の

取組が必要だと考えております。 

 ただ、各漁場において特性も違いまして、

その漁場での必要な取組について選択して、

その取組を進めていきたいということで考え

ておりますけれども、具体的には、各地元の

漁協とか、そういったところの意見もお伺い

しまして、取組を進めていく必要があるんじ

ゃないかということでは考えております。 

 

○井手順雄委員 それをどういった形で新た

な事業展開ちゅうのはするんですか、具体的

に。 

 

○森野水産振興課長 その取組につきまして

は、今回のあさりを守り育てる条例の中で

も、あさりの育成促進区域ということでして

おりますけれども、今回、条例の中で、承認

いただいた後には、また、そういった事業に

ついて具体的な検討もしてまいりまして、具

体的事業について検討していきたいというこ

とで考えているところです。 

 

○井手順雄委員 令和４年度、今年度にそう

いった事業を検証して行いますということを

私は聞いた記憶があります。今からそういっ

た詳細な事業について検討するということで

ありますけれども、言いますように、この36

ページの網袋だとか被覆網とか、こういうの
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は一過性にしかすぎぬとですよね。網袋に稚

貝ができました、それが全部出荷したら一粒

も残らぬわけたい。また一番からですよ。そ

したら、また１年もかかる。 

 そういったことじゃなしに、やはりアサリ

を増やすっていうことは、個人で食べる分ぐ

らいはできますよ。その辺の道の駅で売るぐ

らいはできます。しかし、業としては成り立

たぬと、こういうことじゃ。やはりそこを抜

本的な対策を、今後、今までしている事業プ

ラス抜本的な対策を行うといったような事業

に取り組んでいただきたいと、これはもう要

望しておきますんで、ひとつ９月議会でいい

話を聞かせてください。もう要望なんで。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○末松直洋委員 ２点、ちょっとお伺いした

いと思います。 

 海域環境への負荷の軽減として、化学肥料

の32％削減とか、化学農薬の37％削減とあり

ますが、特に肥料について質問したいと思い

ますが――18ページ。 

 ロシアのウクライナ侵攻とか、中国からの

肥料の原料の停止とかで肥料がすごく高くな

ったので、農家は化学肥料を減らしたいとい

うことは十分思っているわけですけれども、

どれぐらい減らしたらいいのか、なかなか農

家は分からないと思っております。そこら辺

で、土壌調査とか検査あたりはどのような方

法で行っていくのかが１点。 

 もう一点は、宇城市に流れている大野川の

下流のほうにあります特定外来生物のスパル

ティナ属、これを私も見に行ったんですけれ

ども、黒いビニールをかぶせてあって、何年

かかぶせてたかと思いますが、それで根まで

枯死したのかどうか、その２点をお聞きした

いと思います。 

 

○髙野農業技術課長 農業技術課です。 

 まず、肥料の削減につきましては、土壌の

分析によりまして、各圃場に応じて過剰な施

肥がなされていないかどうかを確かめながら

肥料を減らしていくというのが一番適切なや

り方だと考えております。 

 私ども、ただいま、地下水と土を育む条例

に基づいた第２期計画の中で、令和６年度ま

でに土壌分析を年間１万3,000件実施すると

いう目標を掲げて取り組んでおります。現

在、8,000件弱ぐらいが行われているところ

でございます。 

 県としましては、この土壌分析につきまし

て、１件当たり1,000円の助成金を出すとい

う形で支援しながら、よりこの取組を広げて

いくこととしております。 

 以上です。 

 

○吉澤環境立県推進課長 ２点目のスパルテ

ィナの関係でございます。31ページにもあり

ますとおり、１万4,500立米のうち、残りが

3,000立米ということになっております。同

じような方法を取りました坪井川のほうが駆

除が成功しておりますので、本年度、残りの

駆除ができるのかと思います。 

 また、そこにも書いておりますけれども、

継続的にその後もモニタリングするというこ

とにしておりますので、もしも発生した場合

は、すぐ対応できるというふうに考えており

ます。 

 

○末松直洋委員 最初の肥料の削減のほうで

すが、土壌調査は、その窓口はＪＡになるの

か、振興局の農業普及・振興課になるのか、

そこをちょっとお聞きしたいと思います。 

 

○髙野農業技術課長 農業普及・振興課のほ

うでも受け付けておりますし、ＪＡ等へのお

問合せにつきましても対応していると思って

おります。 
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 以上です。 

 

○末松直洋委員 スパルティナ属ですけれど

も、黒ビニールをかぶせるだけで枯死したの

かどうか、そこをお聞きしたいと思います。 

 

○吉澤環境立県推進課長 光を遮断すること

で死滅したというふうに聞いております。 

 

○末松直洋委員 分かりました。引き続き駆

除に取り組んでいただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○吉田孝平委員 46、47ページ、お願いしま

す。 

 おととしと去年と大雨が続きまして、沖と

いうか、湾奥部、ちょうど南西の風がそのと

き吹いて、もうずっとごみがたまって、各海

岸の管理者、市町村もいますけれども、47ペ

ージの２番目の写真があるんですけれども、

ここは不知火の266沿いのとこなんですけれ

ども、ここはちょうどもう干潟になって船も

入らず、そして重機も届かないとこがありま

して、もうごみが突き刺さっているのが今で

ももう分かるんですけれども、そういったと

こがあるんで、なかなかごみが、ごみを回収

していただくのが、流れてきてからいっとき

してから建設業界の方たちに取っていただく

んですけれども、沈んでしまったらもうなか

なか取れにくい場所なんで、なるべく早く動

いていただきたいという要望と、あと、事前

にフェンス等で漂流ごみを取っていただくと

いうことでございますけれども、漁協等に

は、なかなかそういったフェンス等を設置し

ていただけないんで、その辺も少し考えてい

ただきたいなと思って。 

 漁協等は、船が全然出れなくなるし、そし

て撤去するまで結構時間がかかるんで、その

辺を事前にできればと思いますんで、よろし

くお願いしたいと思います。 

 

○植野漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 まず、１点目の海岸の漂着流木等の回収で

すけれども、これにつきましては、おっしゃ

るように、時間がたつと回収がしにくくなり

ますし、時間も経費もかかりますので、なる

べく早く着手できるようにっていうことで、

まず、今現在までの取組の状況ですけれど

も、まずは、海岸が４つの管理者、所管に分

かれてますけれども、それをまず県での情報

の窓口を一元化をしております。漁港漁場整

備課に一元化しまして、そこから関係部署に

速やかに連絡をして、対策に早く着手してい

ただけるようにしているところです。 

 それと、あと、状況によって、今おっしゃ

いました建設業協会だったり、大規模災害の

ときには、そういう取組も協定を結んでやっ

ております。それ以外につきましても、それ

ぞれの管理者で、できるだけ早く着手できる

ようにさらに工夫をしていきたいと思ってお

ります。 

 それと、もう一点のフェンスにつきまし

て、今やってますのは、白川の河口域でやっ

てます。平成24年の豪雨、28年の地震等から

かなりもう継続的に上流から荒廃しているも

のが流れてきて漁場に影響を与えるというこ

とで、なるべく漁場のほうに広がっていかな

いようにっていうことで、川の流れに沿って

フェンスを設置しているところです。 

 ほかの地域でも、そういう事前の予防が効

果があるところがありますならば、現地を確

認して検討していきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○吉田孝平委員 事前の予防をどうかお願い

したいと思いますのも、ちょうど毎年もう２

年連続で来てるんで、建設業協会の方たち

が、もう本当に真夏に取っていただいて、仕

事をそっちのけでこちらを優先してしていた
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だいているんで、何とか事前の予防が必要だ

と思いますんで、よろしくお願いします。 

 

○内野幸喜委員長 ほか、質疑ありません

か。 

 

○山本伸裕委員 32ページ、34ページで、特

にアサリ資源の回復の問題についてお尋ねし

たいんですけれども。 

 県立大学の学長の堤先生にちょっといろい

ろ教えていただきたいということでお話伺っ

たんですが、アサリの最近の取れなくなった

あの最大の原因っていうのは、アカエイだと

いうふうに言われたんですよ、食害ですね。 

 今までは、ナルトビエイの食害っていうよ

うなことはずっと言われてきたんだけれど

も、論文上は、アカエイはアサリを食べない

というふうになってたらしいんですが、調べ

てみたら、何か５キロぐらいの小さい――小

さいかな、アカエイが、もう手を打たなかっ

たら、もう全部食い尽くすぐらいの勢いで、

もう食害を広げているというような実態が分

かったというようなことと、それから2015年

ぐらいからは、マガモ、オナガガモの食害が

顕著になってきているというようなお話を伺

ったんですね。 

 そういった研究の理解っていうのは、熊本

県は共有されているんでしょうか。この資料

を見ると、ナルトビエイのことは書いてある

んだけれども、アカエイという言葉は出てこ

ないし、それからマガモ、オナガガモの食害

ということも、ちょっと指摘がないんでお尋

ねしたいんですが。 

 

○堀田水産研究センター所長 研究というこ

とでございますんで、お答えします。 

 まず、すみません、アカエイについては、

申し訳ないですけれども、ちょっと知見はご

ざいません。全く食べないということではな

いと思いますけれども、ただ、これまでの知

見からしますと、やっぱりナルトビエイって

いうのは、専門的にアサリ、貝類を選択して

食べるということで、これはやはり一番大き

い影響があるということで今まで取り組んで

まいっております。 

 アカエイ自体は、これは漁業者が通常漁獲

する中でも売り物としてなりますんで、こち

らのほうは漁業者の方も、当然捕獲されれ

ば、それは逆に処分ではなくて売り物として

出されるということで、当然そういうことで

取っていけば、効果は上がるのかなというふ

うには思います。 

 それと、カモにつきましては、やはり漁協

さんからそういうお話があって、カメラ等を

設置して、実際食べてるかどうかっていうの

を把握しようということで、今そういう取組

を行っているところでございます。 

 実際、捕られたカモというのを持ってこら

れている中に、アサリを食べているという、

そういうふうな話もございます。ただ、熊本

市とかそういったところでは、既に駆除、鉄

砲で撃ったりとか、そういう形で駆除をされ

ているというふうにも聞いてますんで。そち

らのほうの鳥獣害ということでの対策も取れ

るかとは思いますけれども、研究センターの

ほうでも、一応状況について把握に努めてい

るという状況でございます。 

 

○山本伸裕委員 アカエイについては、食害

というようなことについての、例えば堤先生

との意見交換とかそういうのはやられてない

んですか、論文も出されているみたいですけ

れども。 

 

○堀田水産研究センター所長 すみません、

私、不勉強で存じませんので、早速そこは情

報収集をさせていただいて、対応等、どう考

えていくかというところはまた考えていきた

いと、まずは、情報収集させていただきたい

と思います。 
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○山本伸裕委員 堤先生といえば、もう自他

ともにアサリの第一人者というようなことで

いらっしゃいますので、そういう点では、熊

本県がつくった大学の学長先生ですから、ず

っと実際に調査もやられているわけですか

ら、度々今回のアサリの問題に関しても、テ

レビなんかにも出られて、インタビューも答

えていらっしゃるんですよね。そういった先

生ですから、ぜひやっぱり情報交換というの

は積極的にやっていただきたいというふうに

思います。 

 

○坂田孝志委員 アサリは、今年はどしこ取

れそうですか。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課です。 

 昨年は、八代海、有明海の合計で35トンに

なってまして、今年は、１月から５月まで、

有明海のほうで44トン、八代海10トンと、合

計54トン獲れてます。 

 ただ、今現在、各漁場のほうには、稚貝と

か、また、漁獲につながるような稚貝も多く

発生しておりますので、そういったものをよ

り確保しながら漁獲につなげていくというこ

とで、より多くの漁獲につなげていきたいと

いうことで考えているところです。 

 

○坂田孝志委員 見込みはどしこかいと。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課です。 

 昨年報告しましたけれども、227トンを昨

年目標として、令和４年にしてますけれど

も、それにできるだけ近くなるように目指し

て取組を進めていきたいということで考えて

おります。 

 

○坂田孝志委員 その３か年計画だったか、

５か年か何か、何年後は500トンとか受けて

計画立てましたですよね。それに向かって今

進んでいる方向ですか。浮遊幼生の確保と

か、そういうのを誘導した場合、その進捗状

況といいますか、それをちょっと説明してく

ださい。 

 

○森野水産振興課長 水産振興課です。 

 昨年報告しましたのは、令和５年に400ト

ンを目指して取組を進めていきたいというこ

とで進めているところでございます。 

 具体的には、先ほど述べましたように、今

年稚貝が多く発生しておりますので、それが

発生している漁場で、特に覆砂漁場等は、か

なり高密度で稚貝も発生しております。そう

いったところに食害とか、あるいはその流出

防止のために、２月補正でも予算を承認いた

だきました。そういった取組を通じて確保を

していると、そういったものをしっかり管理

していただいて、今回、来年の５年の400ト

ンを目指して取組を進めていきたいというこ

とで考えております。 

 

○坂田孝志委員 しっかりそれに向けての、

あるいは対策をやっていきませんと、先ほど

から井手委員からあってますように、やはり

それがなりわいとして、業として成り立たぬ

と何にもなりませんし、また、こういう熊本

モデルとか、いろんな制度をつくっても、元

がなければ何にもならぬわけですから、ぜひ

それを徹底してっていいますか、確実に生産

拡大に向けてさらなる努力を、これは漁業者

みんなですけれども、県でだけ言っても駄目

ですから、漁業者の方々と協力し合って細か

な対策を講じていただきたい、このように思

います。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○荒川知章委員 45ページです。吾智網、刺

し網などで漁獲されるタチウオは、小型魚が
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多く含まれており、この漁獲を抑制できれ

ば、漁獲サイズの大型化、資源の増大が期待

できるってなってますけれども、これは、今

までは抑制っていうのはされてなかったんで

しょうか。 

 

○堀田水産研究センター所長 吾智網等につ

いては、禁止区域が決まっていたりとかそう

いったことで、一定の制限はあったかと思い

ます。ただ、一本釣りとこれを比較していっ

た中では、やはり小さいものは取られがちと

いうのがある程度見えてきたということと、

それも、これまで積み上げてきた中では、タ

チウオ、八代海につきましては、八代海の中

で７割程度が生産してるんじゃないか、あと

は外海から来ているものもあるけどというこ

とで、比較的中での対策は取りやすいんでは

ないかということで、そういったところが少

しずつ分かってきましたということでござい

ます。 

 

○荒川知章委員 これは、抑制ってなかなか

難しいかもしれませんけれども、今後これは

しっかりされていくということでよろしいん

でしょうか。 

 

○堀田水産研究センター所長 当然、研究機

関でございますんで、行政等、あるいは漁協

さん、そういったところと、そこあたり情報

を共有しながら、何ができるのかっていうの

は、当然できるものでないと意味がないとい

うことで、そこは具体的なものは、さらにデ

ータを積み上げて、その上で、御検討を一緒

にやっていこうという形になるかと思いま

す。 

 

○荒川知章委員 漁獲量が大分結構減ってい

るっていうことを聞きますので、今後取組を

ぜひよろしくお願いします。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 なければ、有明海・八代海の環境の保全、

改善及び水産資源の回復等による漁業の振興

に関する件の質疑を終了いたします。 

 続きまして、報告、アサリの産地偽装問題

に係る対応状況についての質疑に入ります。 

 

○井手順雄委員 これはもうページ数が少な

いんで、あれですけれども、４ページあたり

に、四潮で45トン取れているという状況であ

ります。 

 そしてまた、この７ページに販売協力店の

店舗数589店舗に増やそうと、そして今後は

全国に売り出していこうじゃないかという状

況にあると、本当、熊本モデルの立派なモデ

ルをつくっていただき、偽装ができないよう

な、本当御苦労されたと思いますが、この45

トンというトン数は、例えば４月の12日から

５月の31日の期間だと。これは前の産地偽装

の外国産アサリがあったときには何トンぐら

い、これ、この期間、均等割していただけれ

ば分かるんだけれども、何トンぐらいになる

とか。 

 

○森野水産振興課長 本県全体で、今年４月

から５月末までの生産が54トンとなっており

まして、そのうちの今回その46トンが、熊本

モデルとして出しているということで、その

差として８トンが……。 

 

○井手順雄委員 それは分かっとっとです

よ。これを、昨年、ちょうどもう産地偽装真

っただ中の中で、この４月の終わりぐらいま

でで外国産アサリは何トンぐらい出とったか

っていうのは分かりますかっていう話です。

均等割でいいですよ、均等割で。 

 

○森野水産振興課長 ちょっと手持ちがあり

ませんので、後ほど御報告させていただきた
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いと思います。 

 

○井手順雄委員 何万トンの世界と思いま

す。何万トンの世界なんですよ。そうした中

で、この45トンをこの500何十店舗に納めま

しょうってなった場合、もう行き渡らぬとは

間違わぬですよな、これは。全部のところに

行きますか、これ。45トンを配分して、とい

うのが、大型スーパーなんかは、やはり量の

確保、それと毎日届けていただける流通の確

保、これがないと店舗的には仕入れません

よ。ちゃんとその保証がなければ。 

 たかが40何トンで500何店舗て増やして

も、行くところは10店舗ぐらいじゃないです

か。そういったことじゃあ、私は、どぎゃん

量ば増やしていかぬばこの流通モデルは活用

しないと思うんですよ。 

 そうした場合、じゃあ、現時点で何を言い

たいかと、現時点で45トン取れてますけれど

も、結局、県外のアサリをやっぱり7,000～ 

8,000トン、１万トンは流通させぬと、日本

国中のスーパーとか間に合わぬわけ。熊本県

がせんちゃよかばってんが、間に合わぬって

思うとたいな、あらかた。して、スーパーに

は外国産で出すというようなことをせぬと、

熊本県産、外国産という形で品物ば並べんこ

とには、量的に足らないと思うんですよね、

それは分かりますか。 

 そうしたときに、熊本にも採貝業者いっぱ

いございます。もうこういったことになった

んで、本当、外国から輸入をして外国産で出

そうと、本当に偽装なんかなしですよ。そう

いった形にしようという業者さんは、たくさ

んいらっしゃると思うんですよ。 

 そういう人たちが、例えば、輸入します、

外国から。輸入するときには、１シーズン、

１年間たいな、１シーズン２回ぐらいしか輸

入せぬとですよ、大型貨物船で。それはもう

税関も通らなん、検疫も受けなん、して、日

にちもかかる。なら、一遍に仕入れて、そし

てそれを生産調整して、出荷調整をして、１

年間で出してしまうというような体制を取ら

ないかぬとばってんが、今現在、熊本県は蓄

養というのはもう廃止しましょうと言ったよ

ね。そうした場合、その一括仕入れした外国

産のアサリは、どこで出荷調整すりゃあよか

っですかね。これを聞きたいんですよ。 

 それをせぬことには、外国産アサリと、い

わゆる需要と供給に、消費者に対して間に合

わぬわけ。熊本県もやりたい、業者がやりた

いと、その代わり、外国産で出しなはるで

す。それをどっか置いとかぬと出荷調整でき

ぬわけたいな。それを蓄養はやめてください

って言うたときに、どこに置かせばよかっで

すか。そこをちょっとお聞かせください。 

 

○渡辺水産局長 水産局長の渡辺です。 

 まず、最初の御質問ですけれども、第１ス

テージで、約46トン獲れて、その中で374店

舗で扱っております。今純県産アサリってい

うのは、県が認証した店舗でしか販売できな

いということで、ここでどれぐらいずつ渡し

ていくかっていうのを県のほうで調整をやっ

てるんですが、今回の46トンっていうのが、

374店舗ではちょっとはけ切れないという状

況も発生しておりまして、販売止めをしてい

ただくとか、そういう対策も取らないと。 

 中身詳しく申し上げますと、やっぱり販売

再開当初は、皆さんの注目もあって売行きも

よかったんですが、段々潮が進むにつれて、

やっぱり売上げがちょっと減ってきて、引き

も段々減ってきているという状況がございま

す。 

 そういう状況もございましたので、589店

舗、今拡大しておりますが、これでもやっぱ

り今の生産にはちょっとはけ切れないかなと

いうところがございますので、さらに皆さん

の理解をいただきながら、デジタル技術を活

用したトレーサビリティーにも参加していた

だいて、拡大していきたいと思います。 
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 それから、中国産アサリの話なんですけれ

ども、今回も別な調査、中国からの輸入アサ

リの実態というのを調べてみますと、漁場に

１回入るというのもあるんですが、実際下関

に入ったものがトラックのコンテナに仮置き

されるというものもあるようでございます

が、したがいまして、中国産として出される

ものであれば、そういった形の蓄養でもあり

ませんけれども、蔵置という形のやり方もあ

るんではないかなと……。 

 

○井手順雄委員 聞こえません、もうちょっ

と大きい声で１番からお願いします。 

 

○渡辺水産局長 すみません、最初の質問で

ございますが――蓄養のほうですか。 

 蓄養につきましては、ちょっと別な調査を

やったときに、中国から輸入したものを一旦

その漁場に入れなくて、下関のトラックに１

回蔵置をして、そこから流通に回るという実

態もあったようでございます。したがいまし

て、確実に必ず漁場に入れなくても、中国産

として販売される分につきましては、そうい

った販売の方法もあるんではないかというふ

うに考えております。 

 

○井手順雄委員 それはあり得ぬですよ。そ

らあ、一時保管ならあり得ます。半年トラッ

クに入れとったらどうなりますか。それは無

理でしょう。それは、一時、例えば、あし

た、あさってにまた関東に持っていくという

ことであれば可能ですよ。でも、さっきも言

ったように、年間１回とか２回の輸入ですか

ら、やっぱり１年間通じてだから、半年、８

か月、３か月、やっぱりどっかに置いとかぬ

と、アサリは死ぬわけですよ。それをどこに

置いたらいいんですかということをお聞きし

たいわけたい。 

 

○渡辺水産局長 そこにつきましては、一回

で輸入する量の調整とかで、その流通量を考

えられて、輸入業者の方が調整されればいい

のかなというのもあります。 

 

○井手順雄委員 先ほども言ったように、何

回も分けて輸入はできないんですよ。輸送費

が高いです。して、それを１回で済ませる

と。そして、今度は検疫もあります。時間が

かかります。それを何回も分けてしよった

ら、もうそこの時点で死んでしまうじゃない

ですか。だから、外国産のアサリを扱う業者

さんたちは、もう中国産で出していきましょ

うということをおっしゃってますんで、その

人たちが、今までしよった蓄養、いわゆる出

荷調整、これができませんよって県が言うな

らばたい、どぎゃんさすとかなっていう疑問

ですよ。そこを考えてやらぬと、業者潰しで

すよ。 

 そらあ、真面目に中国産を中国産で売りよ

る人はいっぱいいるんですよ。そうした人た

ちが営業できないんですよ。そこを考えてや

らぬば、それは漁場に置いて混ざるけん駄目

ばいたっていう話じゃあ私はないと思いま

す。ちゃんと仕切りを作って、あたたちが監

督せな、毎日行って。混ざってませんかて、

出荷もちゃんと伝票をつくっていただいて引

っ越しましたとか、そういったやっぱり配慮

も要るんじゃなかろうかと思うとばってん

が、どがんだろうか。 

 

○渡辺水産局長 今回の偽装を受けまして、

県としましては、県産アサリの信頼回復とい

う取組の中に、県内からの蓄養の一掃という

方針でいろいろな施策に取り組んでいるとい

うところでございます。 

 蓄養の継続というのは漁協さんの判断とい

うところもございまして、中国産を中国産と

して販売したいというところがあって、その

蓄養を継続したいという事業者、契約の関係

とかもあるんでしょうが、あれば、それは一
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つの選択肢としてあるのかなと思いますが、

あくまでも県としては、県から一掃したいと

いう方針で取り組んでおります。 

 

○井手順雄委員 そうしたら、今度は県の補

助金、多面的とか、覆砂とか、作澪とか、そ

この単協はできないんですよ、県が。そうい

うことをしたら、そういう県の事業は一切さ

せませんだけん。ここが私はおかしいと思う

んですよ。 

 よかたい、これを追及しても終わらぬけ

ん、やっぱりそこ辺は、やっぱり県のほう

も、今後ちょっと少しでもいいけん考えてい

ただいて、中国産を扱う、もう本当純粋な採

貝事業者に対しては何らかの配慮をちょっと

検討していただければありがたいというふう

に思いますし、先ほど、500何十社、589社、

これは内訳は出せるんですか。全部出してく

ださい。 

 

○渡辺水産局長 はい、一覧としてお渡しし

たいと思います。 

 

○井手順雄委員 お願いします。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほか、質疑ありません

か。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 続きまして、付託調査事件の閉会中の継続

審査についてお諮りします。 

 付託調査事件については、引き続き審査す

る必要があると認められますので、本委員会

を次期定例会まで継続する旨、会議規則第82

条の規定に基づき、議長に申し出ることに異

議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認め、その

ようにいたします。 

 その他につきましてですが、その他として

何かありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 それでは、私のほうか

ら、その他として１つ御提案がございます。 

 閉会中の視察の件についてですが、委員会

で行う委員派遣は、本来会議規則第81条によ

り、委員会としてこれを議長に申し出ること

になっております。 

 しかしながら、緊急な委員会視察が必要な

場合に、委員会をそのたびに開催するのが不

可能な場合もございます。そこで、付託調査

事件に係る閉会中の委員派遣の実施、目的、

日時、場所等につきましては、委員長一任と

いうことでよろしいでしょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしということで

すので、そのように取り計らせていただきま

す。 

 ほかになければ、以上で本日の議題は全て

終了いたしました。 

 これをもちまして、第19回有明海・八代海

再生及びゼロカーボン社会推進特別委員会を

閉会いたします。 

 なお、委員の皆様には、いましばらくお残

りをいただきますようよろしくお願いいたし

ます。 

  午後０時30分閉会 
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